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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第25期から連結財務諸表を作成しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

４ 第25期及び第26期の株価収益率につきましては、当社株式が非上場かつ非登録であり、株価の把握ができないため、記載し

ておりません。 

５ 第25期、第26期及び第27期の連結財務諸表につきましては、証券取引法第193条の2の規定に基づき、監査法人トーマツの監

査を受けております。 

６ 従業員数は就業人員数を記載しております。 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (千円) － － 7,432,401 9,530,484 11,245,119

経常利益 (千円) － － 494,118 764,647 1,510,318

当期純利益 (千円) － － 230,229 454,212 867,495

純資産額 (千円) － － 569,920 962,492 2,427,280

総資産額 (千円) － － 6,408,903 7,062,601 9,052,935

１株当たり純資産額 (円) － － 173,050.22 294,657.62 168,561.13

１株当たり当期純利益 (円) － － 81,154.37 135,820.21 65,205.11

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 8.9 13.6 26.8

自己資本利益率 (％) － － 40.4 59.3 51.2

株価収益率 (倍) － － － － 22.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － △1,302,236 72,758 2,717,819

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － △49,485 △99,803 △289,862

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) － － 1,647,189 835,503 △303,675

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) － － 769,659 1,578,117 3,702,399

従業員数 
（外、臨時雇用者数） 

(名) － － 124(6) 138(19) 162(39)



 (2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３ 第23期から第26期の株価収益率につきましては、当社株式が非上場かつ非登録であり、株価の把握ができないため、記載し

ておりません。 

４ 第25期、第26期及び第27期の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の2の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を

受けておりますが、第23期及び第24期の財務諸表につきましては、監査を受けておりません。 

５ 第27期の１株当たり配当額は、普通配当16,200円と株式公開記念配当2,700円であります。 

６ 従業員数は就業人員数を記載しております。 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月

売上高 (千円) 4,893,393 5,846,757 6,614,546 8,272,136 10,031,751

経常利益 (千円) 419,096 426,946 511,294 623,982 1,337,669

当期純利益又は当期純損
失（△） 

(千円) △69,766 160,418 275,576 352,109 775,576

資本金 (千円) 50,000 130,000 160,000 160,000 452,400

発行済株式総数 (株) 1,000 2,600 3,200 3,200 14,400

純資産額 (千円) 93,245 332,691 632,846 922,279 2,294,222

総資産額 (千円) 4,923,417 3,128,156 5,880,529 6,345,901 8,185,353

１株当たり純資産額 (円) 93,245.48 127,958.28 192,714.54 282,774.85 159,321.03

１株当たり配当額 
(うち、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

4,545 

(     －)

5,000

(     －)

15,000

(       －)

32,750 

(        －)

18,900

(        －)

１株当たり当期純利益又
は１株当たり当期純損失
（△） 

(円) △77,259.58 144,006.20 98,345.47 104,596.65 58,295.98

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 1.9 10.7 10.8 14.5 28.0

自己資本利益率 (％) － 75.3 57.1 45.3 48.2

株価収益率 (倍) － － － － 24.7

配当性向 (％) － 3.5 15.3 31.3 32.4

従業員数 
（外、臨時雇用者数） 

(名) 59(－) 67(－) 77(－) 80(1) 96(7)



２ 【沿革】 

昭和54年 1月 土地・建物の売買、賃貸および斡旋業務を目的として、神奈川県藤沢市円行209番地に有限
会社陽光住販を設立 

昭和54年 3月 宅地建物取引業免許（神奈川県知事免許）を取得

昭和55年10月 神奈川県横浜市西区楠町12番地3に本店移転し、横浜市内エリアの物件を中心とした土地・
中古建物の買取販売事業を開始 

昭和59年 4月 新築マンション一棟卸売事業を開始

昭和61年 8月 不動産賃貸仲介事業拡充のため、有限会社ヨコハマ地所（現連結子会社株式会社ヨコハマ地
所）設立 

昭和63年11月 有限会社陽光住販を組織変更し、商号を株式会社陽光都市開発へ変更

平成 2年 1月 神奈川県横浜市西区戸部本町50番25号に本店移転

平成 3年10月 グリフィンの名を初めて物件に冠した「グリフィン御所山」竣工

平成 4年11月 有限会社ヨーコー管財（現連結子会社）設立

平成 5年 1月 投資用マンション分譲販売開始に伴い営業部を設立

平成 5年 4月 投資用物件としてのグリフィンシリーズ第1号「グリフィン横浜」竣工
株式会社ヨコハマ地所が、不動産フランチャイズチェーン「センチュリー21」に加盟 

平成 6年 1月 中古投資用マンション買取販売を開始

平成 7年 4月 神奈川県横浜市西区楠町10番1号に本店移転

平成 8年12月 商品販売先へのアフターサービス充実のため、株式会社陽光ビルシステム（現連結子会社）
を設立し、マンション管理事業開始 

平成 9年 1月 不動産フランチャイズチェーン「センチュリー21」に加盟

平成 9年 3月 神奈川県横浜市西区高島二丁目6番32号に本店移転

平成 9年10月 グリフィンシリーズ第2号「グリフィン横浜・ウェスタ」竣工、投資用マンションの分譲販
売を本格化 

平成10年 5月 投資用マンションの建築設計のため、サン建築設計株式会社（現連結子会社）設立 

平成12年 3月 宅地建物取引業免許（建設大臣免許）を取得

平成12年 4月 東京支店を東京都港区新橋一丁目18番19号に開設

平成14年 5月 DINKS対応型投資用マンショングリフォーネシリーズ第1号「グリフォーネ横浜・西口」竣工 

平成14年 6月 株式会社陽光ビルシステムが、マンション管理適正化法施行に従い、国土交通省にマンショ
ン管理業者として登録 

平成14年11月 東京支店を東京都港区虎ノ門一丁目11番5号に移転

平成14年12月 株式会社ヨコハマ地所、株式会社陽光ビルシステム、サン建築設計株式会社を100%子会社化 

平成15年12月 有限会社ヨーコー管財を100%子会社化

平成16年 2月 不動産ファンド事業を行うため、株式会社陽光アセット・インベスターズを100%子会社とし
て設立 

平成16年 7月 株式会社陽光アセット・インベスターズが不動産投資顧問業として登録

平成16年 9月 株式会社陽光アセット・インベスターズを休眠化、不動産ファンド事業を当社アセット事業
部へ移管 

平成17年 7月 東京支店・アセット事業部を東京都港区虎ノ門二丁目７番16号に移転

平成17年 9月 ジャスダック証券取引所へ株式上場

平成17年10月 株式会社ソナーレ・音大学生倶楽部と不動産ファンド組成事業に関する業務提携 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社および子会社５社により構成されており、不動産販売・不動産管理を主たる業務としており

ます。 

当社グループは、横浜市及び川崎市を主要事業エリアとしており、そこでの地域密着型の事業展開を通じて収集し

た多数の不動産情報をもとに、主要鉄道駅周辺の交通至便な立地において、投資用マンションを企画・販売し、サラ

リーマンや公務員といった個人に対してマンション経営による安定的な収益機会を提供する賃貸用住宅を提供してお

ります。 

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

なお、次の３部門は「第５ 経理の状況 １ (1)連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区

分と同一であります。 

  

不動産販売事業 

当社は、主として資産運用を目的とした自社ブランドである投資用マンション「グリフィン・グリフォーネシ

リーズ」の企画・販売を主に横浜市を中心とした京浜地区において行っております。また連結子会社である株式

会社ヨコハマ地所は、戸建住宅の企画・販売を主に横浜市を中心とした京浜地区において行っております。 

  

不動産管理事業 

連結子会社である株式会社陽光ビルシステムは、当社グループで販売した投資用マンションの建物維持管理及

び賃貸管理等を行っております。 

  

その他の事業 

連結子会社である株式会社ヨコハマ地所は、不動産仲介業及び不動産賃貸業を行っております。 

連結子会社であるサン建築設計株式会社は、当社グループで企画された投資用マンションの建築設計・施工監

理等を行っております。 

また、当社は、今までグループで蓄積した経験・知識を活用したビジネスである不動産ファンド事業を立ち上

げる準備をしております。今後、当該事業の立ち上げ準備の目処がたち次第、現在休眠中である株式会社陽光ア

セット・インベスターズを再開して活動していく予定であります。 

連結子会社である有限会社ヨーコー管財は、既存債権回収の範囲内に限り貸金業を行っております。 

  



当社グループの事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

  

（注） 有限会社ヨーコー管財は、既存債権の回収を行っており、新規の貸付業務は行っておりません。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ 特定子会社に該当しております。 

４ 債務超過会社であり、債務超過額は、35百万円であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数を（ ）外数で記載しております。 

２ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

３ 最近1年間において従業員数が24名増加しましたのは、業容拡大による新規採用90名、退職による減員66名によるものであ

ります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数を（ ）外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 最近１年間において従業員数が16名増加しましたのは、業容拡大による新規採用53名、退職による減員37名によるものであ

ります。 

名称 住所
資本金又は
出資金 
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

株式会社陽光ビルシステム 

  
神奈川県横浜市西区 20,000 不動産管理事業 100

当社が販売した投資用マ
ンションの管理、駐車場
部分の買取 
役員の兼任  3名 

株式会社ヨコハマ地所  

 （注）３ 
神奈川県横浜市西区 50,000

不動産販売事業
その他の事業 
（不動産仲介業） 

100

当社が販売した投資用マ
ンションに入居する賃借
人の仲介 
債務保証 
資金貸付 
役員の兼任  2名 

サン建築設計株式会社   神奈川県横浜市西区 10,000
その他の事業
（設計・監理業） 

100
当社が販売する投資用マ
ンションの設計・監理 
役員の兼任  1名 

有限会社ヨーコー管財
（注）４  

神奈川県横浜市西区 4,000
その他の事業
（貸金業） 

100
資金貸付 
役員の兼任  2名 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

不動産販売事業 91( 8) 

不動産管理事業 29(23) 

その他の事業 29( 6) 

全社（共通） 13( 2) 

合計 162(39) 

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与 

96(7) 名 31.5歳 2.9年 6,883千円



(3) 労働組合の状況 

当社グループには労働組合はありませんが、労使関係は円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格が引き続き高騰したことに加え、国内においては、ＪＲ福知山線脱線事故、アス

ベスト被害の深刻化、マンション耐震偽造問題等、社会の安心・安全の基盤が脅かされる出来事が多発した一方、個人消費と設備投

資などの自律的回復プロセスが強まりを見せ、地価も東京都心部商業地を中心に下げ止まるなど資産価格デフレに終止符が打たれつ

つあり、景気回復基調が見え始めた1年となりました。 

不動産業界においては首都圏の新築マンション供給戸数は堅調に推移し、平成17年に供給されたマンションは約85,000戸（見込

み）と引き続き高水準を維持し、投資用マンションにおいても平成17年上半期は92物件（前年同期比3.4%増）、4,237戸（同7.1%減）

が供給されました。首都圏における投資用マンションは、低金利と都心回帰に加え、賃料収入（資産運用）期待の購入を背景に、こ

こ数年供給戸数を増加させてきましたが、不動産ファンドによる不動産物件取得意欲が旺盛な影響から、平成17年上半期における供

給戸数は前年上半期に比べて減少となりました（株式会社不動産経済研究所調べによる）。 

このような情勢の下で当社は、横浜市・川崎市エリアを中心とした京浜地区において低金利時代のメリットが享受でき、増大する

年金不安に対する顧客ニーズを的確に捉えた投資用マンションの企画・販売活動を精力的に展開するとともに、当社グループ全体で

のマンション経営全般にわたるサポート体制の向上に注力し、顧客の信頼獲得に努めてまいりました。 

その結果、売上高は11,245百万円（前年同期比18.0%増）、営業利益は1,551百万円（前年同期比100.5%増）、経常利益は1,510百万

円（前年同期比97.5%増）、当期純利益は867百万円（前年同期比91.0%増）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

①不動産販売事業 

 平成17年12月期の不動産販売事業におきましては、低金利や増長する年金不安等を背景に、顧客ニーズを的確に捉えた営業活

動を精力的に展開し、グリフィン横浜・山下公園弐番館等の大規模物件や利便性に富んだ物件の供給を行ったことにより、当社

グループの主力商品である投資用マンション販売戸数が前年同期比15.0%増の521戸と順調に伸び、同事業の売上高は前年同期比

17.3%増の10,296百万円、営業利益は前年同期比95.0%増の1,635百万円となりました。 

  

②不動産管理事業 

 平成17年12月期の不動産管理事業におきましては、当該事業の主たる対象となる投資用マンションの販売が好調であったこと

から管理物件の件数は前年同期に比べ増加するとともに、「スタート・ギャランティー・システム」と称した新たな顧客サービ

スの提供を展開し、収益体制の強化図ったことから、同事業の売上高は前年同期比30.6%増の481百万円、営業利益は前年同期比

112.5%増の95百万円となりました。 

  

  

  

  



③その他の事業 

 平成17年12月期の不動産仲介事業におきましては、不動産販売事業における販売戸数の順調伸びが仲介件数の増加に結びつく

とともに、不動産賃貸仲介事業を行っている子会社の株式会社ヨコハマ地所がセンチュリー２１賃貸仲介部門受取報酬額全国第

１位を獲得するなど、強い賃貸仲介営業力を背景とした収益力の向上、不動産賃貸事業におきましては、継続的な自社建設物件

の取得による賃貸物件の増加、設計監理事業におきましては、土壌汚染調査等従来とは別の業務が生じたことから、売上高は前

年同期比22.4%増の466百万円、営業利益は前年同期比19.6%増の163百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による収入2,717百万円を獲得したことに

より、投資活動による支出289百万円、財務活動による支出303百万円があったものの、3,702百万円と前年同期と比べ2,124百万円

の増加となりました。 

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が1,507百万円（前年同期比743百万円増）、仕入債務の増加

953百万円（前年同期は992百万円の減少）などがあったことにより、2,717百万円の収入（前年同期比2,645百万円増）となりま

した。 

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資不動産の取得による支出246百万円（前年同期比217百万円増）などがあったこと

により、289百万円の支出（前年同期比190百万円増）となりました。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、株式の発行による収入702百万円、短期借入による収入482百万円（前年同期比603百万

円減）、長期借入による収入1,640百万円（前年同期比217百万円増）があったものの、短期借入金の返済による支出1,204百万円

（前年同期比522百万円増）、長期借入金の返済による支出1,779百万円（前年同期比548百万円増）などがあったことにより、

303百万円の支出（前年同期は835百万円の収入）となりました。 

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 契約の状況 

当連結会計年度における不動産販売事業の契約実績は次のとおりであります。 

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

①不動産販売事業 

物件別販売状況 

 (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３ 前連結会計年度の「物件名」の「その他」の金額欄は、当社における過年度販売物件の売上実現高他26,232千円及び㈱ヨ

コハマ地所における土地建物販売高586,225千円の合計であります。また、当連結会計年度の「物件名」の「その他」の金

額欄は、㈱ヨコハマ地所における土地建物販売高であります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年 1月 1日 
   至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
   至 平成17年12月31日) 

期中契約高 期末契約残高 期中契約高 期末契約残高 

数量 

（戸） 

金額 

（千円） 

数量 

（戸） 

金額 

（千円） 

数量 

（戸） 

金額 

（千円） 

数量 

（戸） 

金額 

（千円） 

479 9,029,343 47 839,322 573 11,112,078 91 1,611,133 

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
   至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
   至 平成17年12月31日) 

物件名 
数量 

（戸） 

金額 

（千円） 
物件名 

数量 

(戸) 

金額 

（千円） 

グリフォーネ横浜・中央 70 1,435,898 グリフィン横浜・山下公園弐番館 126 2,496,683 

グリフィン横浜・山下公園 62 1,070,038 グリフィン横浜・東口弐番館 69 1,503,138 

グリフィン横浜・高島町 55 898,158 グリフィン横浜・新横浜六番館 77 1,414,427 

グリフィン横浜・馬車道駅前 42 729,362 グリフィン横浜・戸部駅前 40 645,905 

グリフィン横浜・新横浜伍番館 39 721,903 グリフィン横浜・桜木町六番館 39 630,129 

グリフィン横浜・ルミエール 41 709,667 グリフィン横浜・ディアコート 37 602,766 

グリフィン川崎・武蔵小杉弐番館 35 623,293 グリフィン横浜・日本大通り 26 591,330 

グリフィン横浜・新横浜六番館 33 622,520 グリフィン横浜・桜木町伍番館 28 552,338 

グリフィン東銀座 30 556,399 グリフィン横浜・センター北駅前 27 518,327 

グリフィン品川大井 31 550,017 グリフィン横浜・関内駅前 24 510,529 

グリフィン横浜・桜木町参番館 10 168,180 グリフィン横浜・天王町 19 319,344 

グリフィン横浜・フィオーレ 5 82,399 グリフィン品川大井 5 85,390 

      グリフィン横浜・ルミエール 3 51,764 

      グリフィン川崎・武蔵小杉弐番館 1 18,482 

その他 （注）3 7 612,457 その他 （注）3 5 356,249 

合計 460 8,780,297 合計 526 10,296,808 



地域別販売状況 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

②不動産管理事業 

(単位：千円) 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

物件形態別管理状況 

（注）物件所有者に代行して入居者募集業務、賃貸契約代行業務、家賃管理業務を行っている物件の各期末におけ 

る管理戸数を記載しております。 

  

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
   至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
   至 平成17年12月31日) 

地域名 
数量 

（戸） 

金額 

（千円） 
地域名 

数量 

(戸) 

金額 

（千円） 

横浜市西区 185 3,651,446 横浜市西区 235 4,305,387 

横浜市中区 105 1,878,200 横浜市中区 176 3,598,543 

横浜市港北区 73 1,380,024 横浜市港北区 80 1,591,332 

川崎市中原区 35 623,293 横浜市都筑区 27 518,327 

東京都中央区 30 556,399 東京都町田市 1 117,873 

東京都品川区 31 550,017 東京都品川区 5 85,390 

横浜市青葉区 1 114,682 横浜市青葉区 1 61,471 

その他 - 26,232 川崎市中原区 1 18,482 

合計 460 8,780,297 合計 526 10,296,808 

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
   至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
   至 平成17年12月31日) 

368,780 481,650 

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
   至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
   至 平成17年12月31日) 

物件形態 
数量 

（戸） 
物件形態 

数量 

（戸） 

当社分譲物件 1,822 当社分譲物件 2,342 

その他 995 その他 958 

合計 2,817 合計 3,300 



③その他の事業 

(単位：千円) 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３ 「その他」の内容は、設計・監理事業等であります。 

  

契約形態別仲介状況 

（注）不動産仲介業における契約形態別の取扱戸数を記載しております。 

  

  

  
前連結会計年度

（自 平成16年 1月 1日 
   至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
   至 平成17年12月31日) 

不動産仲介業 276,270 344,554 

不動産賃貸業 96,570 111,058 

その他 8,564 11,048 

合計 381,405 466,660 

前連結会計年度
（自 平成16年 1月 1日 
   至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
（自 平成17年 1月 1日 
   至 平成17年12月31日) 

契約形態 
数量 

（戸） 
契約形態 

数量 

（戸） 

不動産賃貸 1,402 不動産賃貸 1,932 

不動産売買 75 不動産売買 86 

合計 1,477 合計 2,018 



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、横浜市、川崎市内の商業地域を中心としたエリアにおける投資用マンションの開発・販売を主に行う不動産販

売事業、不動産管理事業、不動産仲介事業、設計監理事業等を行う総合ディベロッパーであります。当社グループの主力事業であ

る投資用マンション販売については、上記事業エリア内での競合も少なく、当社グループはエリア内において継続的に物件供給を

行ってまいりました。 

しかしながら、今後は、同業他社が当社グループの事業エリアに進出する可能性もあるため、当社グループは、「グリフィン」

シリーズのブランド力を高めると共に、厳しい競合にも耐え得る企業体質の強化に継続的に取り組む方針であります。そのために

当社が対処すべき課題は次のとおりであります。 

  

(1)限定エリアへの集中開発 

当社グループの大きな柱である開発戦略のポイントは、ドミナント戦略に基づく、限定エリアへの集中開発であります。当社グ

ループは、長年の実績から得た横浜市内での知名度と開発用の土地情報収集における有利性を生かし、主に横浜市、川崎市内の商

業地域を事業エリアとして定め、そのエリア内で生活環境、利便性に優れた立地を厳選し、開発を進めております。この結果、横

浜市、川崎市の主要事業エリアにおける投資用マンションの供給数は、49棟2,299戸（平成17年12月末現在）となっております。 

当社が販売するマンションのほとんどは、賃貸することを前提にした投資目的で購入されるため、多くの賃借入居者を見込める

利便性の高い場所を選定して建設されております。当社グループでは、今後もSOHO化、晩婚化、単身高齢者の増加等の要因によっ

て、単身者世帯の増加と都心回帰の流れが強まり、安定した賃借需要の裏付けのある地域に立地する投資用マンションへの需要が

高いと考えており、横浜市、川崎市内の商業地域を主要事業エリアとして投資用マンションの供給を継続する計画であります。 

また、主要事業エリアを限定することにより、関連会社を含めた「経営資源の効率活用」と「顧客サービスの充実」を実現でき

ると考えております。マンションを購入した顧客へのサービスとして重要な賃貸募集と建物管理については、事業エリアを限定す

ることにより、効率良くかつ手厚く請け負うことができます。この結果、当社グループが販売するマンションの商品性をグループ

全体で高めることに繋がり、当社の販売する「グリフィン」シリーズの良好なブランドイメージを浸透させることができると考え

ております。 

  

(2)「資産運用システム」の提供 

当社グループでは、開発段階の設計、施工監理、販売、販売後の賃貸募集、建物管理等のサービスをグループ内で一貫して行っ

ております。投資用マンションの販売を、単なる「商品の提供」に留めず、ハード面にソフト面を組み合わせた「資産運用システ

ム」（注）として顧客へ提供するという認識をグループ全体で共有し、総合サービス体制をさらに充実させていくことが当社グル

ープの課題の一つであります。 

「運用システムを投資商品として顧客へ提供する」というサービス機能は、当社グループにおいて、開発及び販売は当社、設計

及び建築監理はサン建築設計株式会社、賃貸募集は株式会社ヨコハマ地所、建物管理は株式会社陽光ビルシステムが、それぞれ役

割を分掌しており、各分野において顧客満足度の最大化に努めております。今後も、当社グループはグループ会社を同じ価値観で

まとめ、情報を共有化することで、シナジー効果を増大させていく方針であります。 

（注）「資産運用システム」とは、投資用マンションの販売にとどまらず、投資用マンションに付随する入居者の募集、建物の維

持・管理等の各種サービスを、当社グループ全体で提供し、顧客の資産運用をバックアップしていく考え方のことであり

ます。 

  

(3)営業体制の強化 

資産運用の方法として投資用マンションの認知度が高まるにつれ、顧客が商品に対して求めるニーズも高度化、多様化してお

り、対応する営業人員のファイナンシャルプランニング、投資、税金、年金等に関する知識の一層の向上が必要となってきており

ます。当社グループは、販売する物件の資産価値、投資リスク等を顧客に適切に伝え、一戸一戸を丁寧に販売していく営業姿勢を

維持していくと共に、営業支援システムの開発、教育研修の充実、営業ツールの改訂等の施策を通じて、営業体制を強化していく

方針であります。 

  

(4)顧客層の拡大 

投資用マンションの購入者層は、従来の主な購入者層である会社役員や医師等の高所得者層だけでなく、中所得者層の会社員や

公務員にも広がりを見せております。これは、中所得者層にも資産運用に対する関心が高まっていることも一因となっており、今

後も低金利や年金制度への不安を背景に購入者層は拡大すると考えております。当社グループとしては、「グリフィン」シリーズ

の高い品質を維持すると共に、セミナーの開催、既存顧客からの新規顧客紹介キャンペーン等の施策を展開し、こうした新しい顧

客層の取り込みに注力していく方針であります。 



また、当社グループの主な営業手法であるテレマーケティングによる顧客アプローチは、効率的かつ有効な営業手法であると考

えておりますが、第25期連結会計年度より、リスティング広告、メールマガジンの配信等によってホームページの集客度を高める

試みを実施しており、インターネットユーザーへ迅速な情報提供を行うことによって、新たな顧客層の開拓を目指しております。 

  

(5)組織力の強化 

当社グループでは、コーポレートガバナンスの一層の充実を図っていくことを、経営上重要な課題の一つと位置付けておりま

す。経営意思の決定と業務執行にあたっては、企業活動における法令遵守と倫理観に基づく行動規範を定めるとともに、内部牽制

機能の強化の観点から各種事務手続きの見直しを行いました。その上で、継続的な拡大発展に向けて、営業・管理部門共に陣容の

充実を図るべく、それを支える優秀な人材の確保・育成を行うことで組織力の強化に努め、さらなる業績の向上を実現していきた

いと考えております。 

  

(6)インテグリティ（企業の誠実性）の更なる徹底 

当社グループでは、企業の誠実性の維持向上が、当社グループに対する社会からの信頼を得る重要な要素であると考えておりま

す。 

平成17年11月17日に国土交通省より発表された「姉歯（あねは）建築設計事務所による構造計算書の偽造とその対応について」

と題された文書に始まる、社会問題にまで発展した一連の構造設計書偽造事件により、建設業界全体の誠実性が問われることとな

りました。 

当社グループにおいては、従来より「グリフィン」「グリフォーネ」シリーズマンションについて、100％連結子会社であるサン

建築設計株式会社による一貫した設計監理、厳正な施工会社の選定、施主としての周到な工事進捗状況確認などを通じて、品質確

保に努めておりました。しかし、構造計算書偽造事件により生じた社会からの不安を解消すべく、竣工済物件・建設中物件の構造

計算の適正性を再確認するため、当該物件の構造計算に携わった構造設計事務所以外の構造設計事務所による再審査を速やかに実

施し、全物件について問題が全く無かったことを確認し、公表いたしました。また、今後の新規開発物件については、異なる構造

設計事務所を２社同時に選定し、ピアチェック（ダブルチェック）を行い、さらに、建築確認の際には過去においてチェックミス

が報告されていない実績のある機関に依頼することにいたしました。当社グループでは、こうした取り組みを、ダイレクト・メー

ル、契約時の説明書、ウェブサイト等を通じて、当社株主・顧客等に対し迅速にお知らせをいたしました。 

このように社会からの要請に対応し、企業としての社会的責任を果たすことができるよう、誠実な企業であると認められる経営

姿勢・企業風土を培ってまいりたいと考えております。 

  

  



４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、

当社グループとしては必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断の上で、あるいは当社グループの事業

活動を理解する上で重要と考えられる事項については、情報開示の観点から記載しております。当社グループは、これらリスクの

発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式に関する投資判断は、本

項以外の記載内容も併せて慎重に検討した上で行う必要があります。 

なお、以下の記載は当社の事業等及び当社株式への投資に係るリスクを全て網羅するものではありません。また、将来に関する

事項につきましては、本有価証券報告書提出日（平成18年３月30日）現在で判断したものであります。 

  

(1)法的規制について 

当社グループでは、不動産販売事業の他、不動産管理事業、不動産仲介事業、設計監理事業等の関連事業を行っており、それぞ

れ下記のとおり法的規制を受けております。当社グループは、これまでにこれら法的規制によって重大な影響を受けたことはあり

ませんが、今後新たな規制の制定や改廃が行われた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

不動産販売事業：宅地建物取引業法、建物の区分所有等に関する法律、住宅の品質確保の促進等に関する法律、国土利用計画

法、都市計画法、建築基準法、土地基本法、各地方自治体における条例など、不当景品類及び不当表示防止法、不動産の表示に

関する公正競争規約 

不動産管理事業：マンションの管理の適正化の推進に関する法律 

不動産仲介事業：宅地建物取引業法 

設計監理事業：建築基準法、都市計画法、建設業法、建築士法 

建設事業：建設業法 

貸金事業：貸金業の規制等に関する法律 

不動産ファンド事業：不動産投資顧問業登録規程、借地借家法 

  

当社及び連結子会社である株式会社ヨコハマ地所、株式会社陽光ビルシステムは宅地建物取引業法第３条に基づき、宅地建物取

引業者として、宅地建物取引業者免許証（当社：免許番号 国土交通大臣(2)第5992号 有効期間：平成17年3月4日から平成22年3

月3日まで、株式会社ヨコハマ地所：免許番号 神奈川県知事(6)第15026号 有効期間：平成16年1月16日から平成21年1月15日ま

で、株式会社陽光ビルシステム：免許番号 神奈川県知事(1)第24922号 有効期間：平成15年10月16日から平成20年10月15日ま

で）の交付を受けて、宅地建物取引業を営んでおります。また、株式会社陽光ビルシステムは、マンションの管理の適正化の推進

に関する法律第44条に基づき、マンション管理業者の登録（登録番号 国土交通大臣(1)第030671号 有効期間：平成14年6月7日か

ら平成19年6月6日まで）を受けて、不動産管理業を営み、建設業法第３条第１項の規定により、建設業の許可（登録番号神奈川県

知事許可(般-13)第66008号 有効期間：平成13年12月19日から平成18年12月18日まで）を受けて、建設事業を営んでおります。連

結子会社である有限会社ヨーコー管財は、貸金業の規制等に関する法律第３条１項に基づき、貸金業者登録を受けて、貸金業を営

んでおりました（登録番号 神奈川県知事(4)第03403号）。しかしながら、今後同社は、新規貸付業務を行わず、既存貸付の回収

業務のみを行う予定であることから、同法第44条の規定に基づき、登録更新は行っておりません。そのため、当該貸金業登録は有

効期限である平成17年7月1日をもって失効しております。 

宅地建物取引業者免許及びマンション管理業者登録については、当社グループの主要な事業活動に必須であります。なお、現時

点において、当社グループには、宅地建物取引業法第66条の定める免許取消事由・更新欠格事由に該当する事実や、マンションの

管理の適正化の推進に関する法律第47条および第83条の定める登録取消事由・更新欠格事由に該当する事実は存在いたしません。

しかしながら、将来、何らかの理由により免許及び登録の取消・更新欠格による失効等があった場合には、当社グループの主要な

事業活動に支障をきたし、業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2)「住宅の品質確保の促進等に関する法律」による瑕疵担保責任について 

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」では、新築住宅の供給事業者に対して構造上の主要な部分及び雨水の浸食を防止する

部分について10年間の瑕疵担保責任を負うことを定めております。当社グループでは、投資用マンション及び戸建住宅の供給に際

し、建築設計の段階から一貫して携わり、供給物件の品質管理に万全を期すよう努めるとともに、他社が開発した新築物件を仕入

れて販売する場合には、仕入先の開発実績及び物件の選定に十分留意しております。また、販売後のクレームに対しても、法令上



の責任に基づき、真摯な対応に努めております。 

さらに、平成17年11月17日に国土交通省より発表された「姉歯（あねは）建築設計事務所による構造計算書の偽造とその対応に

ついて」と題された文書に始まる、社会問題にまで発展した一連の構造設計書偽造事件を受け、当社では、提供するマンションの

構造計算の適正性を厳重に確認することにより、瑕疵の発生を防いでおります。すなわち、竣工済物件・建設中物件については、

当該物件の構造計算に携わった構造設計事務所以外の構造設計事務所に依頼して再審査を行い確認いたしました。また、新規開発

物件については、異なる構造設計事務所を２社同時に選定してダブルチェックを行い、建築確認の際には過去においてチェックミ

スが報告されていない実績のある機関に依頼し、かつ、過去において評価ミスが報告されていない実績のある住宅性能評価機関に

よる住宅性能評価書の取得を義務づけることとしました。当社グループでは、このように、瑕疵なき物件を提供すべく、常に品質

管理体制向上に努めております。 

しかしながら、当社及び株式会社ヨコハマ地所の供給物件に何らかの原因で瑕疵が発生した場合、クレーム件数と補償工事の増

加等を招き、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3)土地の仕入れについて 

当社グループでは、マンション用地及び戸建用地の取得にあたり、売買契約前に綿密な事前調査を行っておりますが、契約後、

稀に土壌汚染等の隠れた瑕疵が発見されることがあります。その場合、当社グループに追加費用が発生することがあり、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、現在、当社グループの主要な事業エリアである横浜市・川崎市内の商業地域において、利便性の高い土地の地価が上昇傾

向にある一方で、同業者との開発用地の取得競争も激化しております。当社グループは、地元不動産業者との関係の強化や独自の

調査等により十分な情報を収集できる体制の構築に努めておりますが、今後、地価の上昇が続いた場合や、有用な情報の入手が困

難になった場合には、開発用地に適した土地の仕入が十分にできず、自社開発物件が計画どおり供給できない可能性があり、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4)外注先の影響について 

当社は、マンションの建設については、建設会社に一括発注し、主に民間（旧四会）連合会協定工事請負契約約款に基づく工事

請負契約を締結しております。また、建築工事の進捗状況については、連結子会社であるサン建築設計株式会社が定期的な監理を

行っており、同社より当社に対して状況報告がなされる体制を構築しております。 

工事請負契約の締結にあたりましては、外注先の財務状況、施工能力・実績、経営の安定性等を総合的に勘案の上決定しており

ますが、外注先に信用不安等が発生し、工期遅延が生じた場合、当社の販売計画にも遅延が生じ、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。また、施工完了後、外注先に倒産等の事態が発生した場合には、本来外注先が負うべき瑕疵の補修責任等

が履行されず、当社に想定外の費用負担が発生する可能性が生じるため、当社の業績に影響を及ぼす場合があります。 

  

  

(5)マンション建設に対する近隣住民の反対運動について 

当社はマンション建設にあたり、建設地が属する自治体の条例等に従い、事前に周辺住民に説明会を実施する等の近隣への対策

を講じております。マンションの立地については、住宅密集地を避け、駅に近い商業地域を中心としてきたため、現在までのとこ

ろ、近隣住民との摩擦は軽微なものに留まっております。しかしながら、今後、開発中の騒音、電波障害、日照問題、景観変化等

を理由に近隣住民に反対運動等が発生する可能性は否定できず、その解決に時間を要したり、計画の変更が必要となった場合、工

期遅延や追加費用が発生することによって、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(6)資金調達について 

当社グループは不動産販売事業を遂行するにあたり、用地の取得資金及び建設費用等を金融機関からの融資を主体に資金調達し

ております。当社は、取引金融機関と良好な関係を構築する一方で、新たな金融機関との取引開始、社債の発行等、資金調達の円

滑化、多様化に努めております。しかしながら、何らかの事情により、当社の希望する金額及び条件で金融機関からの融資を受け

ることができない場合、自社開発物件を計画どおり供給できない可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 



  

(7)金利の上昇について 

①業績への影響 

市場金利の上昇に伴って、ローン金利が上昇した場合、ローンを利用する顧客の購入意欲が低下する可能性があります。ま

た、預金金利が上昇した場合、相対的に当社商品の利回りの優位性を低減することとなるため、顧客の購入意欲が低下する可

能性があります。こうした顧客の変化に当社が対応できず、計画どおりの販売が困難になった場合、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

②財政状態への影響 

当社グループの有利子負債残高は下表のとおり、有利子負債依存度が上昇傾向にあったところ、平成17年6月中間期では下

降に転じ、さらには株式上場時の公募増資により資本が増加したことから、相対的に有利子負債依存度の割合はさらに減少し

ております。 

今後、当社はさらなる自己資本の充実に努め、有利子負債依存度を低下させる方針でありますが、市場金利が予想を超えて

上昇し、有利子負債の金利負担が増加した場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

  

  

  

  

(8)地価の変動について 

①業績への影響 

地価の上昇に伴って、用地取得価格が上昇するため、商品一戸あたりの単価は上昇致します。この場合、将来の価格上昇期

待から購入意欲が高まる顧客層が発生する一方で、賃料収入による利回りの低下を懸念し、購入意欲が低下する顧客層が発生

する可能性もあります。こうした顧客の価値観に当社が対応できず、計画どおりの販売が困難になった場合、当社の業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

②財政状態への影響 

当社グループは下表のとおり、販売用不動産、仕掛販売用不動産、投資不動産において土地を保有しております。これらの

不動産は、今後の事業拡大に伴い増加が見込まれておりますが、平成17年12月期におきましては、株式上場時の公募増資によ

り資本が増加したことから、総資産に対する相対的比率は減少しております。販売用不動産及び仕掛販売用不動産は、駅前利

便地を中心に保有し、かつ保有期間は短期間であるため、第27期連結会計期間末時点では評価損は発生しておりません。ま

た、投資不動産は、一定の投資利回り確保を算定した上で保有しており、将来的にも重大な評価損が発生する可能性は低いと

判断しております。しかしながら、予期しない速度と規模で地価が下落した場合には、保有資産に評価損が発生し、財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(連結) 平成15年12月期 平成16年12月期 平成17年12月期 

有利子負債残高 (千円)（Ａ） 2,892,032 3,788,300 2,886,500 

総資産額 (千円)（Ｂ） 6,408,903 7,062,601 9,052,935 

有利子負債依存度（％）(Ａ/Ｂ) 45.1 53.6 31.9 

(連結) 平成15年12月期 平成16年12月期 平成17年12月期 

販売用不動産（千円）（Ａ） 481,815 453,280 244,925 

仕掛販売用不動産（千円）（Ｂ） 2,864,374 2,863,217 2,786,190 



（注）（Ａ）～（Ｃ）につきましては、土地相当分を記載しております。 

  

(9)事業エリアの集中について 

当社が販売する「グリフィン」「グリフォーネ」シリーズマンションは、下表のとおり、横浜市内のみなとみらい地区周辺のエ

リア（西区・中区・神奈川区）、ＪＲ新横浜駅周辺（港北区）、ＪＲ川崎駅周辺（川崎市幸区）に集中して建設しており、今後も

企業イメージの形成を勘案し、当該エリアを中心とした事業展開を図る方針であります。このことから特に、横浜市、川崎市を中

心とした神奈川県内の経済環境、雇用環境、賃貸需要、地価の動向等の影響を受ける可能性があります。 

また、近年、首都圏ではワンルームマンションに対する規制を目的とした条例を制定する自治体が見られ、横浜市では、平成12

年1月24日に「横浜市ワンルームマンション形式集合建築物に関する指導基準及び同施行細目」等の指導要綱等による規制が制定さ

れ、管理人室の設置、住戸の最低専有面積、駐車・駐輪施設の設置の義務付け等が定められております。現在、自治体の条例によ

る規制が、当社の事業展開に与える影響は軽微でありますが、将来的に規制が変更若しくは強化された場合、当社グループの業績

に影響を与える可能性があります。 

  
  
  
  

（注）平成17年12月31日現在の竣工棟数・供給戸数について記載しております。 

  

(10)投資用マンション販売事業について 

①顧客からのクレームないし訴訟提起について 

当社が販売するマンションは、主にマンション経営による資産運用を目的として購入されており、金融商品や他の投資運用手段

と競合した商品としての位置づけにあると考えております。当社は商品販売に際し、空室の発生、家賃相場の下落、金利上昇によ

る返済負担の増加等、マンション経営に関するリスクについて、顧客の十分な理解が得られる説明を行うよう努めております。ま

た、販売後も集金の代行、建物の維持管理、入居者の募集及び賃貸仲介等、当社及び連結子会社によるアフターサービスの充実に

努めております。このため、投資用マンションの販売において、現在まで訴訟やこれに準ずる重大なトラブルが発生した事実はあ

りません。しかしながら、今後、何らかの事情により、顧客からクレームないし訴訟提起があった場合、事実の存否にかかわら

ず、訴訟やクレームが公になることにより、当社グループの信用に影響を及ぼし、業績に影響を与える可能性があります。 

②販売物件の入居率低下について 

投資不動産（千円）（Ｃ） 194,600 307,797 298,055 

総資産(千円)（Ｄ） 6,408,903 7,062,601 9,052,935 

比率（％）（(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)/Ｄ） 55.2 51.3 36.8 

エリア 棟数 構成比（％) 戸数 構成比（％） 

      横浜市西区・中区・神奈

川区 計 

38 74.5 1,756 74.2 

横浜市港北区 計 5 9.8 324 13.7 

横浜市内その他 計 2 3.9 75 3.2 

      横浜市内 計 45 88.2 2,155 91.1 

  川崎市幸区 計 2 3.9 73 3.1 

川崎市中原区 計 2 3.9 71 3.0 

川崎市内 計 4 7.8 144 6.1 

      神奈川県下 計 49 96.1 2,299 97.2 

      東京都内 計 2 3.9 66 2.8 

      総 計 51 100.0 2,365 100.0 



当社が販売した投資用マンションの賃貸入居率が低下した場合、賃料収入を見込む新規購入者の購買意欲が低下する可能性があ

ります。当社グループでは、賃貸需要が高いと考えられる地域へ建設し、株式会社ヨコハマ地所及び近隣の不動産業者による新規

入居者の獲得に努め、株式会社陽光ビルシステムによって良好な住環境を整備し、入居者の固定化に尽力しており、第27期連結会

計年度の入居率は平均98%を維持しております。また、関心の高まりを見せているマンションの耐震強度についても、当社供給物件

に対する不安を解消すべく、当社ホームページ等を通じて耐震強度の数値を明らかにし、適正であることを示し、もって入居者確

保に努めております。しかしながら、既存物件の周囲で住環境が悪化する等、不測の事態により入居率が低下した場合、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

  

  

(11)不動産ファンド事業への参入について 

当社グループでは、これまでグループで蓄積した経験・知識・ノウハウを生かし、新しい不動産ビジネスである不動産ファンド

事業を開始するため、平成16年2月には当該事業を目的とする当社100%子会社「株式会社陽光アセット・インベスターズ」を設立し

ました。しかしながら、事業開始の準備過程において同社の事業採算が設立時の計画を下回る見込みとなったため、平成16年9月に

同社を休眠会社とし、同社の人員・設備を当社に新設したアセット事業部に統合しました。その後、アセット事業部において、事

業再開に向け準備活動を行い、平成17年3月にファンド組入れ予定である物件を１棟取得いたしました。当社グループは、不動産フ

ァンド事業に精通した人材を外部から招聘した上で事業に着手しており、計画の採算性を十分検討の上で物件の取得をしていく計

画でありますが、不動産市況の変化等の要因により、当該事業に予定どおり参入できない可能性があるとともに、参入後に採算が

悪化した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(12)株式会社センチュリー21・ジャパンとのフランチャイズ契約について 

当社及び連結子会社である株式会社ヨコハマ地所は、株式会社センチュリー21・ジャパンとフランチャイズ契約を締結しており

ます。株式会社センチュリー21・ジャパンとは良好な関係を維持しており、そのブランド認知度が顧客に対して安心感を与えるメ

リットがあるため、今後も契約を継続していく方針ですが、何らかの要因により当該フランチャイズ契約が解除となった場合に

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(13)人材の確保について 

当社グループの退職者は、平成15年12月期に72名、平成16年12月期に84名、平成17年12月期に66名発生しており、総従業員に対

する退職者の比率が高くなっております。 

当社グループは、優秀な人材の確保と育成を重要な経営上の課題と捉え、定期の新卒者採用及び適宜中途採用により入社した従

業員に対しては、当社内での研修カリキュラムに加え、株式会社センチュリー21・ジャパンによる研修・不動産関連のセミナーへ

の参加、ＯＪＴの実施により早期の職務技能習得を目指しております。また、個人毎の業績評価については、社内各部門毎に適し

た評価制度を定め、適正な人事考課を実施することで、優秀な人材の定着に努めております。特に、用地仕入れを担当する開発本

部営業部と販売を担当する営業本部に所属する従業員については、業務の成果が当社の業績に直結することから、その他の部門と

は別の報酬体系を定め、成果に応じたインセンティブを付与しております。しかしながら、こうした施策にも拘らず、従業員の定

着度が高まらない場合や、雇用の需給関係から当社が求める人材が十分に確保できない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

(14)個人情報の取扱について 

当社グループでは、既存顧客・見込み顧客の個人情報を保有しております。平成17年4月1日より施行された個人情報保護法に鑑

み、当社グループでは、グループ全体の役職員共通のプライバシーポリシーの制定等、同法を遵守する体制の構築を進めておりま

す。システム上においては、個人情報ファイル保管の厳重化・ＯＡシステム監視ソフトの導入・アクセス権の制限などにより、個

人情報の漏洩防止に備えております。 

しかしながら、不測の事態により、個人情報が外部に漏洩するような事態となった場合、損害賠償等による費用が発生する可能

性がある他、当社グループの信用低下を招く場合があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



  

  

  

  

  

(15)訴訟について 

本有価証券報告書提出日現在、当社では係争中の訴訟等はなく、連結子会社である株式会社陽光ビルシステムが提訴している訴

訟が１件係属しております。 

平成15年10月、株式会社陽光ビルシステムは、建築請負代金を支払わない注文者及び保証人に対し、請負工事代金債権1,497万

1,100円と年利5%の法定遅延損害金の支払いを求め、また、当該建物を占有する注文者の親会社に対し占有回収を求め、横浜地方裁

判所に提訴いたしました。 

現状では、双方の主張が完全に対立しているため、和解等による早期解決は困難とみております。また、勝訴した場合であって

も、債権回収ができる保証はありません。この点に鑑みて、当該債権については全額貸倒引当金を設定しており、当社グループの

業績に与える影響は軽微であります。 

  

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

 フランチャイズ契約 

  

(注) １ 「センチュリー21システム」とは、不動産店舗に対する、販売促進及び広告宣伝の方法や戦術の伝授、その実施段階での助

言、研修実施などの経営支援システム全般の呼称です。 

２ センチュリー21加盟店としてのフランチャイズ契約を結び、センチュリー21の名称を使用する許諾、センチュリー本部の提

供する社員教育・物件情報等のサービスを受け、その対価として一定料率のサービスフィーを支払っております。 

３ 上記株式会社陽光都市開発の株式会社センチュリー21・ジャパンに対する契約の原契約は、平成9年1月7日に締結されており

ます。 

４ 上記株式会社ヨコハマ地所の株式会社センチュリー21・ジャパンに対する契約の原契約は、平成5年4月30日に締結されてお

ります。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

会社名 相手方 
の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

株式会社陽光都市開発 
株式会社セン
チュリー21・
ジャパン 

日本 
  

 不動産店舗の販売促進及
び広告宣伝の方法、戦術の
伝授、助言 

「センチュリー21システ
ム（注１）」及び「セン
チュリー21マーク等」の
非独占的使用権（注２） 

平成14年1月7日から
平成19年1月6日まで 
（注３） 

株式会社ヨコハマ地所 
株式会社セン
チュリー21・
ジャパン 

日本 
  

 不動産店舗の販売促進及
び広告宣伝の方法、戦術の
伝授、助言 

「センチュリー21システ
ム（注１）」及び「セン
チュリー21マーク等」の
非独占的使用権（注２） 

平成15年4月30日か
ら平成20年4月29日
まで（注４） 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日(平成18年３月30日)現在において当社グループが判断したものであ

ります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成されております。こ

の連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の報告金額及び偶発資産・負債の開示、並びに報告期間におけ

る収益・費用の報告数値に影響を与える見積り及び予測を行っております。当該見積りにつきましては、過去の実績や状況に応じ

合理的と考えられる様々な要因に関して情報収集を行い、見積り金額を計算しておりますが、実際の結果はこれらの見積りと異な

る場合があります。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高・売上総利益 

当連結会計年度における売上高は、前連結会計年度の9,530百万円に対し、前連結会計年度比18.0％増の11,245百万円とな

りました。これは、当社グループの主力事業である不動産販売事業におきまして、投資用マンションの販売が順調に推移し、

前連結会計年度比15.0%増の521戸を引渡した結果、不動産販売事業の売上が前連結会計年度比17.3％増の10,296百万円となっ

たことによるものであります。また、不動産管理事業におきましては、不動産販売事業における引渡戸数の増加により管理受

託物件が増加したことから、前連結会計年度比30.6％増の481百万円となり、その他の事業におきましては、子会社による不動

産仲介事業等が好調に推移したことから、前連結会計年度比22.4％増の466百万円となりました。 

当連結会計年度における売上総利益につきましては、前連結会計年度比42.8%増の3,814百万円となり、売上高総利益率にお

いても、前連結会計年度比5.9%増の33.9%となりました。これは、不動産販売事業における売上高の増加及び高収益物件の販売

が順調であったことによるものであります。 

②販売費及び一般管理費・営業利益 

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、事業拡大に伴う人員増による人件費の増加等により、前連結会計年度比

19.3％増の2,263百万円となりましたが、前述の売上総利益の増加により、営業利益は前連結会計年度比100.5％増の1,551百万

円となりました。また、売上高営業利益率は前連結会計年度比5.7%増の13.8%となりました。 

③営業外損益・経常利益 

当連結会計年度における営業外収益は、前連結会計年度より12百万円減の30百万円となりました。また、営業外費用は、増

資及びジャスダック証券取引所上場に伴う新株発行費償却、株式公開関連費用が発生したことから、前連結会計年度より19百

万円増の71百万円となりました。 

この結果、経常利益は前連結会計年度比97.5%増の1,510百万円となり、売上高経常利益率は前連結会計年度比5.4%増の

13.4%となりました。 

④特別損益・法人税等（法人税等調整額含む）・当期純利益 

当連結会計年度における特別利益は貸倒引当金戻入益他で2百万円、特別損失は固定資産除却損他で5百万円となり、税金等

調整前当期純利益は1,507百万円となりました。また、当連結会計年度の法人税等（法人税等調整額含む）は640百万円とな

り、法人税等の負担率は42.5%となりました。この結果、当期純利益は前連結会計年度比91.0％増の867百万円となっておりま

す。 



(3)当連結会計年度の財政状態の分析  

当連結会計年度の総資産は前連結会計年度比28.2%増の9,052百万円となりました。株主資本比率は26.8％（前連結会計年度比

13.2%増）、株主資本当期純利益率は51.2%、総資本経常利益率は18.7%となっております。 

①流動資産 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、前連結会計年度比27.3%増の7,854百万円となりました。その主な内訳は、現

金及び預金3,702百万円、たな卸資産3,883百万円であります。たな卸資産の主な内容は、不動産販売事業における開発途上の

仕掛販売用不動産、建物完成後で引渡が完了していない販売用不動産であります。増加の要因といたしましては、ジャスダッ

ク証券取引所上場に伴う増資他により、現金及び預金が前連結会計年度末に比して2,124百万円増加したことが挙げられます。

②固定資産 

当連結会計年度末の固定資産の残高は、前連結会計年度比34.1%増の1,198百万円となりました。その主な内訳は、有形固定

資産83百万円、無形固定資産27百万円、投資その他の資産1,087百万円であります。増加の要因といたしましては、販売したマ

ンションの駐車場、店舗部分を当社が取得したこと等により、投資その他の資産における投資不動産が前連結会計年度末より

265百万円増加したことが挙げられます。 

③流動負債 

当連結会計年度末の流動負債の残高は、前連結会計年度比13.4%増の4,992百万円となりました。その主な内訳は、支払手形

及び買掛金2,005百万円、一年以内返済予定の長期借入金1,503百万円であります。増加の要因といたしましては、手形決済日

のタイミングにより、支払手形及び買掛金が前連結会計年度末に比して944百万円増加したこと、及び、利益の増大に伴い未払

法人税等が前連結会計年度末に比して296百万円増加したことが挙げられます。 

④固定負債 

当連結会計年度末の固定負債の残高は、前連結会計年度比3.7%減の1,632百万円となりました。その主な内訳は、長期借入

金661百万円、預り保証金452百万円であります。これは、ワンルームマンションの好調な販売に基づく管理受託物件の増加に

より、預り保証金が前連結会計年度末に比して96百万円増加したものの、社債と長期借入金が前連結会計年度末に比して合計

で220百万円減少したことによるものであります。 

⑤資本 

当連結会計年度末における資本の残高は、前連結会計年度比152.2%増の2,427百万円となりました。これは、ジャスダック

証券取引所上場に伴う増資により資本金と資本剰余金が、前連結会計年度末に比して、それぞれ292百万円、421百万円増加し

たこと、及び、当期純利益の計上に伴い利益剰余金が743百万円増加したことによるものであります。 

  

  

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

「4 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

  



(5) 戦略的現状と見通し  

当社グループは、横浜市、川崎市内の商業地域を主要事業エリアとして定め、そのエリア内で生活環境、利便性に優れた立

地を厳選し、開発を進めております。 

今後、同業他社が新市場を求めて当社グループの事業エリアに進出することが予想されますが、当社グループは長年の実績

から横浜市内で高い知名度があること、開発用の土地情報収集において有利性があることに加え、販売後の賃貸募集、建物管

理等のサービスをグループ内で一貫して行う総合サービス体制をさらに充実させていくことにより、同業他社との競争に十分

対応できる見通しであります。 

また、近年、Ｊ－ＲＥＩＴを頂点とする不動産の金融商品化により、投資家が資金を不動産投資に向けやすい環境の整備が

進んだことにより、不動産マーケットが急速に活性化しております。そのような投資家の需要に応える不動産ファンドの組

成、及び収益不動産の再生・開発、といったファンド向けビジネスへ積極的に進出してまいります。 

  

  

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）残高は、前連結会計年度比134.6%増

の3,702百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度比2,645百万円増の2,717百万円の収入となりました。前連結会計年

度に比べ大幅に増加しておりますが、その主な要因は、好調な業績に支えられ、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度比

743百万円増の1,507百万円となったこと、及び、支払手形の決済のタイミングにより、仕入債務の増減額が992百万円の減少か

ら953百万円の増加に転じたことであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度比190百万円増の289百万円の支出となりました。その主な要因は、

賃貸事業用の投資不動産の取得を進めたことから、投資不動産の取得による支出が前連結会計年度比217百万円増の246百万円

となったことであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度における835百万円の収入から303百万円の支出となりました。その

主な要因は、株式の発行による収入が702百万円あったものの、順調な竣工によって借入金の返済が新規借入を861百万円上回

ったことであります。 

  

  

②資金需要及び資金調達 

当社グループの資金需要は、主に投資用マンションの用地取得費用及び建設費用であります。 

調達手段といたしましては、主に金融機関からの借入によっておりますが、株式発行や社債発行による調達も検討し、調達

コストの低減を図ってまいります。 



(7) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社は昭和54年1月の設立時より、横浜市を中心とした不動産業界にて事業活動を続けております。平成5年1月より

「住と財の創造」というコンセプトを掲げ、ワンルームマンションを主体とした投資用住宅の提供を事業の根幹に定

め、これまでに自社開発の投資用マンション「グリフィン」シリーズを50棟以上販売してまいりました。 

当社グルーブは、自社ブランドである「グリフィン」シリーズを、単なるワンルームマンションではなく、金融商

品に比肩し得る資産運用システム（注）として顧客に提供し、「グリフィン」シリーズのマンションを所有すること

自身が顧客の喜びとなるようなブランドとして確立することに努めつつ、地域社会との共存共栄を目指し、地元に愛

顧される存在となることを経営課題として取り組んでおります。 

当社グループが、「グリフィン」シリーズを他社の追随を許さない強力なブランドへと育てていくための課題及び

今後の方針は「３ 対処すべき課題」に記載のとおりであります。 

  

（注）「資産運用システム」とは、投資用マンションの販売にとどまらず、投資用マンションに付随する入居者の

募集、建物の維持・管理等の各種サービスを、当社グループ全体で提供し、顧客の資産運用をバックアップ

していく考え方のことであります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資は301,953千円であり、その主な内容は、賃貸事業（セグメント上の事業区分は

「その他の事業」）用の投資不動産275,408千円、本社事務所他の内装工事代8,596千円などであります。 

また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成17年12月31日現在 

(注）１ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。 

３ 現在休止中の設備はありません。 

４ 従業員数の（ ）は臨時従業員であり、外書しております。 

５ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

  

賃借 

平成17年12月31日現在 

  

リース 

平成17年12月31日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの

名称 
設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 

建物 車両運搬具 投資不動産 その他 合計 

本社 
(神奈川県横浜市西区) 

不動産 
販売事業 

本社機能 19,151 4,036 - 11,876 35,064 96(7)

賃貸事業用不動産 
（神奈川県横浜市港北区

他） 

その他 
の事業 

建物及び土地 - - 625,885 - 625,885 -

合計 19,151 4,036 625,885 11,876 660,950 96(7)

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 
占有面積
(㎡) 

賃貸期間
年間賃料
(千円) 

年間共益費 
(千円) 

本社 
(神奈川県 
横浜市西区) 

不動産販売事業 事務所 1,060.17 定めなし 48,795 15,890 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 台数 リース期間
年間リース料
(千円) 

リース 
契約残高 
(千円) 

本社 
(神奈川県 
横浜市西区) 

不動産販売事業 NTTビジネスホン 65台 84ヶ月 2,030 7,446 



(2) 国内子会社 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。 

３ 現在休止中の設備はありません。 

４ 従業員数の（ ）は臨時従業員であり、外書しております。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 

建物 車両運搬具 投資不動産 その他 合計 

㈱ヨコハマ地所 

本社 
(神奈川県 
横浜市西区) 

その他の 
事業 

本社機能 1,143 2,015 - 561 3,720 13( 3)

新横浜支店 
(神奈川県 

横浜市港北区) 

その他の 
事業 

事務業務 6,703 - - 4,550 11,254 17( 5)

㈱陽光ビルシステ
ム 

本社 
(神奈川県 
横浜市西区) 

不動産管理 
事業 

本社機能 2,783 925 - 3,587 7,296 29(23)

賃貸事業用 
不動産 

（神奈川県 
横浜市西区他） 

その他の 
事業 

建物及び 
土地 

- - 99,461 - 99,461 -

サン建築設計㈱ 
本社(神奈川県横
浜市西区) 

その他の 
事業 

本社機能 3,524 208 - 3,220 6,954 7( 1)

合計 14,155 3,149 99,461 11,920 128,686 66(32)



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当社グループ（当社及び連結子会社）における設備投資計画（新設・拡充）は次のとおりであります。 

(注) １ 既支払額は、建物引渡時に決定いたします。 

２ グリフィン横浜・桜木町７丁目以降の物件名称は仮称であります。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
（所在地） 

事業部門 設備の内容 

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定 

増加台数
総額

（千円） 
既支払額

（千円） 
着手 完了 

グリフィン川崎 
西口・参番館 
（川崎市幸区） 

その他の事業 駐車場  63,000 ―
銀行借入及び

自己資金 
平成16.12 平成18.1 30台

グリフィン 
新横浜・七番館 
（横浜市港北区） 

その他の事業 駐車場 6,500 ―
銀行借入及び

自己資金 
平成17.3 平成18.2 2台

 グリフィン横浜 
・反町弐番館 

（横浜市神奈川区） 
その他の事業 駐車場  28,800 ―

銀行借入及び

自己資金 
平成17.3 平成18.3 18台

 グリフィン横浜 
・桜木町７丁目 
（横浜市西区） 

その他の事業 駐車場  4,100 ―
銀行借入及び

自己資金 
平成17.5 平成18.5 1台

グリフィン 
新横浜・３丁目 
（横浜市港北区） 

その他の事業 駐車場  10,800 ―
銀行借入及び

自己資金 
平成17.6 平成18.6 4台

グリフォーネ 
横浜・平沼２丁目 
（横浜市西区） 

その他の事業 駐車場 20,400 ―
銀行借入及び

自己資金 
平成17.6 平成18.9 9台

グリフォーネ 
横浜・妙蓮寺 

（横浜市神奈川区） 
その他の事業 駐車場  43,800 ―

銀行借入及び

自己資金 
平成18.2 平成18.10 21台

グリフィン 
横浜・岩間町 

（横浜市保土ヶ谷区） 
その他の事業 駐車場  20,000 ―

銀行借入及び

自己資金 
平成18.4 平成18.11 12台

 グリフィン 
横浜・吉田町 
（横浜市中区） 

その他の事業 駐車場  59,000 ―
銀行借入及び

自己資金 
平成17.10 平成18.12 36台



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

 (注)普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

（注）１  有償第三者割当増資 割当先 岡本征三、尾原純、大槻久、他3名、 

発行価額 50,000円、資本組入額 50,000円 

２  有償第三者割当増資  割当先 岡本征三、発行価額 50,000円、資本組入額 50,000円 

３  有償第三者割当増資  割当先 飯田一幸、長谷川建二、佐原進 他15名、 

発行価額 60,000円、資本組入額 50,000円 

４  平成17年3月18日開催の取締役会決議に基づき、平成17年4月15日付をもって株式１株を４株に分割し、発行済株式総数は

12,800株となりました。 

５  有償一般募集(ブックビルディング方式) 

   発行価格 480,000円  引受価額  446,400円 

   発行価額 365,500円  資本組入額 182,750円 

６ 平成18年３月７日を払込期日とする一般募集増資により、発行済株式総数が1,000株、資本金が515,850千円、資本準備金

が515,850千円増加しております。 

（発行価格 1,105,800円、引受価額 1,031,700円、発行価額 1,031,700円、資本組入額 515,850円） 

７ 平成18年３月23日を払込期日とする有償第三者割当増資により、発行済株式総数が200株、資本金が103,170千円、資本準

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 18,000 

計 18,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年３月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 14,400 15,600
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 14,400 15,600 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年12月21日 
(注)1 100 1,000 5,000 50,000 - -

平成14年12月６日 
(注)2 1,600 2,600 80,000 130,000 - -

平成15年12月９日 
(注)3 600 3,200 30,000 160,000 6,000 6,000

平成17年４月15日 
(注)4 9,600 12,800 - 160,000 - 6,000

平成17年９月８日 
(注)5 1,600 14,400 292,400 452,400 421,840 427,840



備金が103,170千円増加しております。 

（発行価額 1,031,700円、資本組入額 515,850円） 

  

  



(4) 【所有者別状況】 

平成17年12月31日現在 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

  

  

区分 

株式の状況

端株の状況
（株） 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

－ 3 14 10 3 － 993 1,023 － 

所有株式数 
(株) 

－ 540 399 4,185 72 － 9,204 14,400 － 

所有株式数 
の割合(％) 

－ 3.75 2.77 29.06 0.50 － 63.92 100.0 － 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

岡本征三 神奈川県横浜市港北区篠原台町3-25-310 5,060 35.13

㈲岡本興産 神奈川県横浜市西区平沼1-2-20-1410 4,160 28.88

日本証券金融㈱ 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 416 2.88

岡本順子 神奈川県横浜市港北区篠原台町3-25-310 340 2.36

飯田一幸 神奈川県横浜市西区平沼1-2-20-1404 320 2.22

佐原進 神奈川県横浜市戸塚区戸塚町3150-2-202 272 1.88

長谷川建二 神奈川県横須賀市平成1-6-5-528 260 1.80

陽光都市開発従業員持株会 神奈川県横浜市西区高島2-6-32 138 0.95

大阪証券金融㈱（業務口） 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 119 0.82

松井証券㈱（一般信用口） 東京都千代田区麹町1-4 103 0.71

計 ― 11,188 77.69



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,400 14,400 ― 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 14,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 14,400 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数(株) 

他人名義所有 
株式数(株) 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合（%） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社グループは、「株主満足度の最大化」を５つの経営基本方針のひとつに掲げており、株主に対する利益還元を経営の重要施

策として位置づけるとともに、企業体質を強化し安定的な成長を可能とすることが最終的に株主に貢献することから、内部留保の

充実についても重要な経営課題であると考えております。 

各期の株主配当金については、業績、資金需要見通し等を総合的に判断しながらも、安定的な配当水準を維持することを基本方

針としております。 

平成17年12月期の配当につきましては、上記方針に基づき1株につき18,900円の配当を実施いたしました。この結果、同期の配当

性向は29.0%（連結ベース）となりました。 

内部留保資金につきましては、経営基盤の強化及び事業拡大のための土地仕入等の事業資金として有効活用する予定でありま

す。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

当社株式は、平成17年９月９日からジャスダック証券取引所に上場されております。それ以前については、該当事項はあり

ません。 

  

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高(円) ― ― ― ― 1,630,000

最低(円) ― ― ― ― 862,000



(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

当社株式は、平成17年９月９日からジャスダック証券取引所に上場されております。それ以前については、該当事項はあり

ません。 

  

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) ― ― 1,480,000 1,230,000 1,210,000 1,630,000

最低(円) ― ― 862,000 904,000 907,000 930,000



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

取締役会長 － 岡 本 征 三 昭和13年11月10日

昭和36年４月 山種証券株式会社入社 

4,560

昭和38年３月 有限会社日研レコード印刷
工業所 代表取締役就任 

昭和50年５月 飲食店串若経営
昭和54年１月

  
  

有限会社陽光住販（現株式
会社陽光都市開発） 代表
取締役社長就任 

昭和63年11月
  

株式会社陽光都市開発 代
表取締役社長就任 

平成８年１月 有限会社ヨーコー管財 取
締役就任（現任） 

平成12年９月 株式会社陽光ビルシステム
取締役就任（現任） 

平成15年４月 当社取締役会長就任（現
任） 

平成16年２月 株式会社陽光アセット・イ
ンベスターズ取締役就任 

代表取締役
社長 

   － 飯 田 一 幸 昭和41年２月８日

昭和59年４月 富士重工業株式会社入社 

320

昭和62年４月 株式会社アルディ入社 
平成元年４月 株式会社アークインターナ

ショナル入社 
平成２年９月 株式会社美里住販入社 
平成５年１月 当社入社
平成６年５月 当社取締役副社長就任 
平成13年11月

  
当社代表取締役社長就任
（現任） 

平成16年２月 株式会社陽光アセット・イ
ンベスターズ 取締役就任 

取締役 
副社長 

営業本部長 
兼 

第二営業部長 
長谷川 建二 昭和39年８月10日

昭和60年４月 株式会社ジェットセット入
社 

260

平成元年11月 東邦リアルエステート株式
会社入社 

平成５年５月 当社入社
平成６年５月
平成７年４月

当社常務取締役就任
当社専務取締役就任 

平成13年11月
  

平成16年９月
  

当社取締役副社長就任 
（現任） 
当社営業本部長兼営業企画
部長 

平成17年１月当社営業本部長（現任） 
平成17年10月当社第二営業部長（現任） 

取締役 
副社長 

管理本部長 土 屋 広 剛 昭和42年２月16日

昭和63年４月 東邦リアルエステート株式
会社入社 
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平成５年１月 永禄建設株式会社入社 
平成７年４月 当社入社
平成12年４月 当社経理部長
平成13年４月 当社執行役員就任
平成15年９月 当社取締役就任
平成16年２月
  

株式会社陽光アセット・イ
ンベスターズ 取締役就任 

平成16年４月 当社管理部長

平成16年８月
株式会社陽光アセット・イ
ンベスターズ 代表取締役
社長就任 

平成16年９月
  

当社管理本部副本部長兼業
務部長 

平成17年３月
  

当社常務取締役就任 管理
本部副本部長兼総務部長 

平成18年３月 当社取締役副社長就任（現
任） 管理本部長（現任） 
株式会社陽光アセット・イ
ンベスターズ 取締役就任
(現任) 



        

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(株) 

取締役相談役 - 岡 本 順 子 
（注） 

昭和18年６月14日

昭和38年４月 株式会社トヨペットサービスセ
ンター入社 

340

昭和56年５月 有限会社陽光住販（現株式会社
陽光都市開発）入社 

昭和61年８月 有限会社ヨコハマ地所（現株式
会社ヨコハマ地所） 

 代表取締役社長就任
平成７年５月 当社取締役就任
平成15年２月 当社専務取締役就任 総務部長 
平成15年３月 株式会社ヨコハマ地所取締役会

長就任（現任） 
平成16年９月 当社管理本部長兼総務部長 
平成17年３月 当社管理本部長

平成18年３月 当社取締役相談役就任（現任） 

取締役 財務経理本部長 安 部 信 弘 昭和31年８月20日

昭和58年11月 株式会社日本リース（現日本ア
セットマネジメント株式会社）
入社 

-

平成13年２月 株式会社クレイフィッシュ入社 
平成13年８月 イーバンク銀行株式会社入行 
平成15年５月 株式会社フレッグインターナシ

ョナル入社 
平成15年９月 株式会社エリアクエスト入社 
平成16年２月

  
当社入社 経理部長
株式会社陽光アセット・インベ
スターズ 取締役就任 

平成16年３月
  

当社取締役就任（現任） 財務
経理部長 

平成16年９月 当社財務経理本部長兼財務部長 
平成17年３月 当社財務経理本部長（現任） 

取締役 アセット事業部長 石 井 是 介 昭和37年６月29日

昭和63年４月 野村建設工業株式会社入社 

-

平成元年３月 日商岩井株式会社入社 
平成13年７月 株式会社大京入社
平成15年４月 マウンテントラスト不動産投資

顧問株式会社入社 
平成16年5月 株式会社陽光アセット・インベ

スターズ入社 
平成16年8月 当社入社  アセット事業部長 
平成17年3月 当社取締役就任、アセット事業

部長（現任） 
平成18年３月 株式会社陽光アセット・インベ

スターズ 代表取締役就任（現
任） 

取締役 
開発本部ジェネ
ラルマネジャー 山 澤   博 昭和36年６月８日

昭和60年４月
  

昭和61年12月
平成10年９月
平成13年６月
平成15年２月
平成15年８月

  

日立ソフトエンジニアリング株
式会社入社 
協和建設株式会社入社 
株式会社キタムラ入社 
当社入社 
当社取締役就任 
当社取締役辞任 当社開発営業
部部長 

-

平成16年８月 株式会社陽光アセット・インベ
スターズ 取締役就任 

平成17年９月
  

当社開発本部ジェネラルマネジ
ャー（現任） 

平成18年３月 当社取締役就任（現任） 



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(株) 

取締役 － 榎本 倉治郎 
昭和14年５月29

日 

昭和33年４
月 

昭和62年２
月 

平成14年２
月 

株式会社日立製作所入社 
株式会社日立京商入社 
当社取締役就任（現任） 40 

取締役 － 相 馬  聡 
昭和36年５月２

日 

昭和61年４
月 

平成10年２
月 

大京観光株式会社入社
株式会社新日本建物入社 

- 

平成17年７
月 

株式会社コメディオコン
サルティング設立 代表
取締役就任（現任） 

平成17年９
月 
  

株式会社レアルシエルト
監査役就任（現任） 

平成17年12
月 

株式会社プリメイロ取締
役就任（現任） 

平成18年３
月 

当社取締役就任（現任）



  

  

  

(注) １ 専務取締役 岡本順子は、取締役会長 岡本征三の配偶者であります。 
２ 取締役 榎本倉治郎及び相馬聡氏の両氏は、商法第188条第２項７号ノ２に定める社外取締役であります。 
３ 監査役 山本奉史及び大滝邦男の両氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外
監査役であります。なお、当社は大会社には該当いたしませんが、大会社に準じて社外監査役として就任しております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(株) 

（常勤） 
監査役 

－ 尾 原  純 昭和35年12月20日

昭和60年２月 ミトモ商事株式会社 入社 
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平成６年12月
平成10年４月
平成14年11月
  

当社入社
当社取締役就任 総務部長 
サン建築設計株式会社監査
役就任（現任） 

平成15年２月
  
  
  
  

平成16年２月
  

当社監査役就任（現任） 
株式会社ヨコハマ地所監査
役就任（現任） 
株式会社陽光ビルシステム 
監査役就任（現任） 
株式会社陽光アセット・イ
ンベスターズ監査役就任 
（現任） 

監査役 － 山 本 奉 史 昭和16年１月６日

昭和39年４月 株式会社東芝入社

- 

平成元年４月 東芝機電販売株式会社へ出
向代表取締役就任 

平成３年４月 株式会社東芝へ復帰
 電動機事業部長 営業統括

本部長 
平成８年４月 東芝エレテック西日本株式

会社代表取締役社長就任 
平成12年４月 東芝産業機器システム株式

会社監査役就任 
平成15年12月 当社監査役就任

（現任） 

監査役 － 大 滝 邦 男 昭和31年９月30日

昭和55年４月 土肥達巳税理士事務所 入
所 

- 
昭和62年３月 税理士登録

平成11年１月 大滝邦男税理士事務所 設
立 

平成16年３月 当社監査役就任
（現任） 

計 5,648 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレート・ガバナンスは、「企業の所有者は、その所有を法的に裏付ける株式の対価を支払って保有する者、すなわ

ち株主である」ことが基本理念であります。そうした基本理念のもと、株主以外のいわゆるステークホルダー（利害関係者）との

利害の調整を図りながらも、それが究極的には株主の利益となるよう常に意識し、企業価値(enterprise value)の極大化のみなら

ず株主価値(shareholders value)の極大化を目的とした経営を心がけてまいります。 

0 

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況（平成17年12月31日現在） 

① 会社の機関と内部統制 

  

経営管理組織 

  

 

 

・取締役会  

当社の取締役会は、社外取締役（非常勤）１名を含む９名で構成されており、最低月1回、必要に応じて複数回開催されて

おります。取締役会では、法令で定められた事項のほか、経営に関する重要事項及び経営戦略を決定しております。また、子

会社取締役を兼務する当社取締役からは子会社の状況についても適宜報告がなされる体制となっております。これにより取締

役会は、株主から委ねられた会社の価値の最大化に対する善良なる管理者としての注意義務を遂行しております。なお、監査

役3名（非常勤2名含む）も毎時出席し、必要に応じて意見の陳述を行っております。 

  



・経営会議  

当社の経営会議は、取締役9名（非常勤1名含む）で構成され、定時経営会議は毎週1回（取締役会を開催する週は除く）開

催され、臨時経営会議は必要に応じて開催しております。 

経営会議では、週次の業務執行状況の報告が行われる他、取締役会の付議事項ではない重要事項等を決定しております。 

なお、常勤監査役は毎時出席し、必要に応じて意見の陳述を行い、監査役委員会にて経営会議の状況を報告することとなっ

ております。 

  

・監査役委員会 

当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役1名及び非常勤監査役2名で構成され、非常勤監査役はいずれも社外から招聘

しております。 

当社は、商法上の大会社には該当しないため監査役会設置の法令上の義務はありませんが、監査役間の連携を強化し監査役

監査の実効性を高めるべく、監査役委員会を設置しております。監査役委員会は、原則として月1回開催され、監査方針及び年

度監査方針の決定、ヒアリングや往査時の質問事項の検討、収集した監査資料の精査、取締役会および経営会議の議事進行・

決議内容のチェックなどの意見交換を行っております。 

  

・株主総会 

当社の株主は、現状では役員および役員個人の持株会社、従業員持株会が大株主の上位を占めております。年１回の定時株

主総会を開催することにより、中核的なステークホルダーである株主の権利を保護しております。当社では、株主へのアカウ

ンタビリティを重視し、他社の株主総会が集中しない3月に株主総会を開催しております。株主総会に多くの株主が出席し、当

社の経営陣と意見交換を行い、当社の経営方針を理解していただくことが重要であると考えております。 

  

  

②内部監査の状況、監査役との相互連携 

当社では、経営企画室が内部監査の役割を担っております。経営企画室（人員２名）では、内部監査規程に則り、監査計画

を策定して業務監査及び会計監査を実施しており、当社グループの業務活動が適正・効率的に行われているかを監査しており

ます。また、監査役とも監査結果について情報を共有し、効率的な監査を行うため、連携強化に努めております。 

  

③弁護士、監査法人などその他第三者の関与状況 

当社では、コンプライアンス経営を企業が社会で活動していく上での必須事項ととらえ、３つの法律事務所と顧問契約を締

結し、常に法律問題に関する助言を受けられる体制を整えております。また、税理士法人、社会保険労務士とも顧問契約を締

結し、税務関連、労務関連についても適切なアドバイスを受けております。 

当社は、監査法人トーマツと監査契約を締結しております。当社は、同監査法人から、年２回の財務諸表等の監査をはじ

め、監査目的上必要と認められる範囲内で内部統制をはじめとする会計記録に関連する制度・手続きの整備・運用状況の調査

を受けております。さらに、会計上の課題についても定期的な会合を通じてアドバイスを受けております。 

なお、当社の監査業務を執行した公認会計士の氏名等は次のとおりであります。 

  



  

 （注）継続監査年数が７年を超えないため記載を省略しております。 

  

また、当社の監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士１名、会計士補４名及びその他４名であります。 

  

④社外取締役及び社外監査役と当社との利害関係 

社外取締役榎本倉治郎は、当社連結子会社取締役榎本南枝の配偶者であります。また当社株式を40株保有しております。 

社外監査役につきましては、当社との間に人的・資本的関係、取引関係等の利害関係はありません。 

  

(3)リスク管理体制整備の状況 

①企業倫理の確立 

当社では、企業倫理の遵守は、道徳の問題だけではなく、重要な経営手法の一つであるという認識を持っており、企業倫理

の遵守は「個人」の問題だけではなく「組織」の問題であるため、組織上に企業倫理を遵守する仕組みを構築し、社風として

定着させる必要があると考えております。 

  

②リスクマネジメント 

当社ではリスクの重要度と発生可能性を把握・測定し、こうしたリスク管理の状況を企業戦略にも反映させる仕組みを、組

織およびビジネスプロセスにおいて構築する必要があると考えており、問題が起こってからそれを解決する「問題解決型マネ

ジメント」から、問題が起こる前に事前予測して対応を図る「問題予防型マネジメント」への転換を進めております。 

この考えを実効あらしめるため、当社では、取締役会により指名されたリスク管理担当役員を委員長とし、各部門から選任

されたリスク管理担当者により構成されたリスク管理委員会を設置するとともに、「リスク管理規程」「地震リスク管理規

程」「危機管理規程」「不祥事件取扱規程」等の社内規程を制定し、リスク管理体制の徹底を図っております。 

  

所属   氏名 継続監査年数 

監査法人トーマツ 業務執行社員 公認会計士 松尾 清   －（注） 

監査法人トーマツ 業務執行社員 公認会計士 吉田 英司   －（注） 



  
(4)役員報酬および監査報酬 

第27期事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬並びに監査法人トーマツに対する監査報酬は次のとおり

です。 

  

   役員報酬 

  

   監査報酬 

  

取締役に支払った報酬： 191,728千円 

（内・社外 4,200千円)

取締役に支払った退職慰労金： － 

監査役に支払った報酬： 19,600千円 

（内・社外 5,600千円)

計 211,328千円 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬： 16,000千円 

上記以外の報酬： 6,900千円 

計 22,900千円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月

30日 内閣府令第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月

30日 内閣府令第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)及

び前事業年度(平成16年１月１日から平成16年12月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12

月31日まで)及び当事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受けております。 

なお、前連結会計年度及び前事業年度に係る監査報告書は、平成17年８月５日に提出した有価証券届出書に添付さ

れたものを利用しております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
  

  

  

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     1,578,117     3,702,399   

２ 受取手形及び売掛金     41,427     83,063   

３ たな卸資産 ※１   4,403,449     3,883,770   

４ 繰延税金資産     98,870     130,392   

５ その他     60,856     75,157   

貸倒引当金     △14,448     △20,752   

流動資産合計     6,168,273 87.3   7,854,031 86.8 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物及び構築物   42,199     48,639     

減価償却累計額   △13,175 29,023   △15,332 33,306   

(2) 車両運搬具   29,873     24,471     

減価償却累計額   △19,976 9,896   △17,284 7,186   

(3) 工具器具及び備品   47,955     58,388     

減価償却累計額   △26,866 21,089   △34,591 23,796   

(4) 土地     19,532     19,532   

有形固定資産合計     79,541 1.1   83,822 0.9 

２ 無形固定資産               

(1) 連結調整勘定     8,798     5,908   

(2) その他     23,406     21,391   

無形固定資産合計     32,204 0.5   27,299 0.3 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     12,392     24,792   

(2) 関係会社株式 ※２   10,000     10,000   

(3) 長期貸付金     97,016     69,786   

(4) 繰延税金資産     104,763     129,142   

(5) 投資不動産   523,653     799,061     

減価償却累計額   △72,993 450,659   △83,261 715,800   

(6) その他     130,727     158,045   

貸倒引当金     △22,977     △19,784   

投資その他の資産合計     782,581 11.1   1,087,783 12.0 

固定資産合計     894,328 12.7   1,198,904 13.2 

資産合計     7,062,601 100.0   9,052,935 100.0 

                



  

  

  

  

  
前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形及び買掛金   1,061,201 2,005,882   

２ 短期借入金 
※１、
４ 

  1,085,300 362,500   

３ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※１   1,562,000 1,503,000   

４ 一年以内償還予定の社債   40,000 140,000   

５ 未払法人税等   231,658 528,087   

６ 賞与引当金   23,564 48,750   

７ その他   400,488 404,651   

流動負債合計   4,404,214 62.4 4,992,871 55.2 

Ⅱ 固定負債       

１ 社債   360,000 220,000   

２ 長期借入金 ※１   741,000 661,000   

３ 退職給付引当金   24,441 28,601   

４ 役員退職慰労引当金   208,019 268,648   

５ 預り保証金   355,934 452,757   

６ その他   6,499 1,776   

固定負債合計   1,695,895 24.0 1,632,784 18.0 

負債合計   6,100,109 86.4 6,625,655 73.2 

        

(資本の部)       

Ⅰ 資本金 ※３   160,000 2.3 452,400 5.0 

Ⅱ 資本剰余金   6,000 0.1 427,840 4.7 

Ⅲ 利益剰余金   791,110 11.2 1,534,218 17.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   5,382 0.0 12,821 0.1 

資本合計   962,492 13.6 2,427,280 26.8 

負債及び資本合計   7,062,601 100.0 9,052,935 100.0 

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  9,530,484 100.0 11,245,119 100.0

Ⅱ 売上原価  6,858,969 72.0 7,430,213 66.1

売上総利益  2,671,514 28.0 3,814,906 33.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 広告宣伝費 45,098 75,185    

２ 販売促進費 37,029 66,992    

３ 旅費交通費 90,728 94,034    

４ 貸倒引当金繰入額 6,337 6,653    

５ 役員報酬 249,659 300,692    

６ 給与手当 705,667 846,906    

７ 賞与引当金繰入額 22,662 50,084    

８ 退職給付費用 5,917 5,137    

９ 役員退職慰労 
引当金繰入額 

37,299 60,629    

10 法定福利費 106,612 119,003    

11 福利厚生費 32,135 22,827    

12 支払手数料 120,945 118,041    

13 賃借料 89,938 106,961    

14 租税公課 42,856 59,110    

15 減価償却費 20,252 23,399    

16 連結調整勘定償却 2,889 2,889    

17 その他 281,692 1,897,722 19.9 304,763 2,263,311 20.1

営業利益  773,792 8.1 1,551,594 13.8



  

  

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 256 488    

２ 受取配当金 273 372    

３ 受取手数料 22,050 25,950    

４ 違約金収入 13,636 -    

５ その他 6,117 42,333 0.4 3,264 30,075 0.3

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 17,476 9,862    

２ 新株発行費償却 - 11,315    

３ 社債発行費償却 12,764 -    

４ 支払保証料 1,531 2,293    

５ 融資手数料 10,962 3,431    

６ 貸倒引当金繰入額 4,600 1,571    

７ 株式公開関連費用 - 35,696    

８ その他  4,143 51,478 0.5 7,181 71,352 0.7

経常利益  764,647 8.0 1,510,318 13.4

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※１ 1,606 -    

２ 貸倒引当金戻入益 196 1,936    

３ 償却債権取立益 709 2,512 0.0 352 2,289 0.0

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※２ 191 1,097    

２ 固定資産除却損 ※３ 2,547 2,738 0.0 3,906 5,004 0.0

税金等調整前 
当期純利益 

 764,421 8.0 1,507,603 13.4

法人税、住民税 
及び事業税 

368,342 700,969    

法人税等調整額 △58,134 310,208 3.2 △60,861 640,107 5.7

当期純利益  454,212 4.8 867,495 7.7

       



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6,000 6,000

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１ 増資による新株の発行 - - 421,840 421,840

Ⅲ 資本剰余金減少高 - -

Ⅳ 資本剰余金期末残高 6,000 427,840

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 401,057 791,110

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益 454,212 454,212 867,495 867,495

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 48,000 104,800  

２ 役員賞与 16,160 64,160 19,588 124,388

Ⅳ 利益剰余金期末残高 791,110 1,534,218

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  764,421 1,507,603 

２ 減価償却費  25,293 33,495 

３ 連結調整勘定償却  2,889 2,889 

４ 新株発行費償却  - 11,315 

５ 社債発行費償却  12,764 - 

６ 賞与引当金の増加額  20,928 25,185 

７ 退職給付引当金の増加額  5,695 4,159 

８ 役員退職慰労引当金の増加額  37,299 60,629 

９ 貸倒引当金の増加額  444 3,111 

10 受取利息及び受取配当金  △529 △860 

11 支払利息  17,476 9,862 

12 固定資産売却益  △1,606 - 

13 固定資産売却損  191 1,097 

14 固定資産除却損  2,547 3,906 

15 売上債権の増減額（△は増加）  2,602 △41,635 

16 たな卸資産の減少額  344,258 481,910 

17 仕入債務の増減額（△は減少）  △992,940 953,135 

18 役員賞与の支払額  △16,160 △19,588 

19 その他  139,694 95,359 

小計  365,271 3,131,577 

１ 利息及び配当金の受取額  289 403 

２ 利息の支払額  △17,131 △9,621 

３ 法人税等の支払額  △275,670 △404,540 

営業活動によるキャッシュ・フロー  72,758 2,717,819 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の預け入れによる支出  - △28,000 

２ 定期預金の払い出しによる収入  - 28,000 

３ 有形固定資産の取得による支出  △32,840 △33,406 

４ 有形固定資産の売却による収入  10 740 

５ 無形固定資産の取得による支出  △12,275 △4,150 

６ 投資不動産の取得による支出  △28,370 △246,094 

７ 関係会社株式の取得による支出  △10,000 - 

８ 貸付による支出  △12,934 - 

９ 貸付金の回収による収入  30,992 20,367 

10 その他投資の増減  △34,386 △27,318 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △99,803 △289,862 



  

  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入による収入  1,085,300 482,000 

２ 短期借入金の返済による支出  △682,000 △1,204,800 

３ 長期借入による収入  1,423,000 1,640,000 

４ 長期借入金の返済による支出  △1,230,032 △1,779,000 

５ 社債の発行による収入  307,235 - 

６ 社債の償還による支出  △20,000 △40,000 

７ 株式の発行による収入  - 702,924 

８ 配当金の支払額  △48,000 △104,800 

財務活動によるキャッシュ・フロー  835,503 △303,675 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  - - 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  808,458 2,124,281 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  769,659 1,578,117 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  1,578,117 3,702,399 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数   4社 

  連結子会社の名称 

株式会社ヨコハマ地所 

株式会社陽光ビルシステム 

サン建築設計株式会社 

有限会社ヨーコー管財 

(2)非連結子会社の名称 

  株式会社陽光アセット・インベス

ターズ 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。 

(1)連結子会社の数 

同 左 

  

  

  

  

(2)非連結子会社の名称 

同 左 

  

  

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用しない非連結子会社 

 株式会社陽光アセット・インベスタ

ーズ 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、当期純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用から除外してお

ります。 

同 左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。 

同 左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

  

①有価証券 

a 子会社株式 

   移動平均法による原価法 

b その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

②たな卸資産 

a 販売用不動産、仕掛販売用不動産 

個別法による原価法 

b 貯蔵品 

最終仕入原価法 

  

  

①有価証券 

a 子会社株式 

同 左 

b その他有価証券 

同 左 

  

  

  

  

②たな卸資産 

a 販売用不動産、仕掛販売用不動産 

同 左 

b 貯蔵品 

同 左 



  
  

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年１月１日 

至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

 定率法によっております。但し、

平成10年4月1日以降取得の建物（建

物附属設備を除く）については、定

額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

 建物及び構築物   10年～47年 

 車両運搬具       6年 

 工具器具及び備品 4年～15年 

②無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用）

については社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。 

③投資不動産 

定率法によっております。但し、

平成10年4月1日以降取得の建物（建

物附属設備を除く）については、定

額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

 建物及び構築物 15年～47年 

①有形固定資産 

同 左 

  

  

  

  

  

  

  

  

②無形固定資産 

同 左 

  

  

  

③投資不動産 

同 左 

  

  

  

  

  (3) 重要な繰延資産の処理

方法 

社債発行費 

支出時に全額費用処理しておりま

す。 

    ―――――――― 

     ――――――― 

  

新株発行費 

支出時に全額費用処理しておりま

す。 

 (4) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

売上債権及び貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

①貸倒引当金 

同 左 

  ②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額基準に基づく当連結

会計年度中の負担額を計上しており

ます。 

②賞与引当金 

同 左 

  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

退職一時金制度に基づき当連結会計

年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

③退職給付引当金 

同 左 

  ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づく

当連結会計年度末要支給見積額を計

上しております。 

④役員退職慰労引当金 

同 左 



  

  

  

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年１月１日 

至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日) 

 (5) 重要なリース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同 左 

 (6) その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

①消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

なお、控除対象外消費税等につ

いては、発生年度の期間費用とし

ております。 

②販売用不動産・仕掛販売用不動産に

係る利息の処理方法 

   個々の案件に係る借入金に対す

る支払利息のうち、建設期間中の

利息については、販売用不動産・

仕掛販売用不動産に算入しており

ます。 

①消費税等の会計処理 

同 左 

  

  

  

  

②販売用不動産・仕掛販売用不動産

に係る利息の処理方法 

同 左 

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同 左 

６ 連結調整勘定の償却に

関する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却

を行っております。 

同 左 

７ 利益処分項目等の取扱

いに関する事項 

利益処分又は損失処理の取扱い方法 

連結会計年度中に確定した利益処分

又は損失処理に基づいております。 

同 左 

８ 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資であります。 

同 左 



(追加情報) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日) 

       ――――――――――― 

  

（法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計算

書上の表示方法） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が12,947千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

同額減少しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(平成17年12月31日) 

※１ 担保資産 

借入金3,388,300千円（長期借入金741,000千円、

一年以内返済予定の長期借入金1,562,000千円、短期

借入金1,085,300千円）の担保として抵当に供してい

るものは次のとおりであります。 

  

  

  

  

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

    関係会社株式                 10,000千円 

  

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式3,200株であ

ります。 

  

        ―――――――――― 

たな卸資産  3,194,273千円

※１ 担保資産 

借入金2,526,500千円（長期借入金661,000千円、

一年以内返済予定の長期借入金1,503,000千円、短期

借入金362,500千円）の担保として抵当に供している

ものは次のとおりであります。 

  

  

  

  

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

    関係会社株式                 10,000千円 

  

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式14,400株であ

ります。 

  

※４ コミットメントライン契約 

当社は機動的な資金調達及び資金効率の改善を目

的として株式会社みずほ銀行との間でコミットメン

トライン契約を締結しております。この契約に基づ

く当連結会計年度末におけるコミットメントライン

に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。 

  

たな卸資産  2,483,419千円 

コミットメントラインの総額 300,000千円 

借入実行額 － 

差引額 300,000千円 

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

車両運搬具 1,606千円
         ―――――――― 

※２固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

車両運搬具 191千円

※２固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

車両運搬具 1,097千円

※３固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 1,563千円 

工具器具及び備品 613千円 

投資不動産 370千円 

      計 2,547千円 

※３固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 3,642千円 

工具器具及び備品 264千円 

   計 3,906千円 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

 (リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 1,578,117千円

現金及び現金同等物 1,578,117千円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 3,702,399千円

現金及び現金同等物 3,702,399千円

    

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相        

    当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

有形固定資産 
車両運搬具 
工具器具及び備品 

  
19,783 
42,848 

  
2,853 
19,193 

  
16,929 
23,654 

無形固定資産 

 ソフトウエア 

  

19,609 

  

6,945 

  

12,663 

合計 82,240 28,993 53,247 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

有形固定資産 
車両運搬具 
工具器具及び備品

 
19,783 
62,398 

  
6,987 
28,240 

  
12,796 
34,157 

無形固定資産 

 ソフトウエア 

  

15,379 

  

9,197 

  

6,182 

合計 97,561 44,425 53,136 

２. 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 16,175 千円 

１年超 38,351 〃 

合計 54,526 千円 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 18,093 千円 

１年超 36,298 〃

合計 54,392 千円 

３. 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 14,830千円 

減価償却費相当額 13,416 〃 

支払利息相当額 1,970 〃 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 18,583千円 

減価償却費相当額 16,636 〃 

支払利息相当額 2,039 〃 

４. 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同 左 

５. 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同 左 

                  

  

2.オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年以内         2,870千円 

1年超          8,850 〃  

  合計         11,720千円  



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成16年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(千円) 

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

① 株式 3,422 12,392 8,970

② 債券 - - -

③ その他 - - -

小計 3,422 12,392 8,970

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

 

① 株式 - - -

② 債券 - - -

③ その他 - - -

小計 - - -

合計 3,422 12,392 8,970

区分 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

 子会社株式 10,000



当連結会計年度(平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

  

区分 
取得原価
(千円) 

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

① 株式 3,422 24,792 21,369

② 債券 - - -

③ その他 - - -

小計 3,422 24,792 21,369

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

 

① 株式 - - -

② 債券 - - -

③ その他 - - -

小計 - - -

合計 3,422 24,792 21,369

区分 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

 子会社株式 10,000



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

(退職給付関係) 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用

しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同 左 

２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 

退職給付引当金 

 24,441千円

24,441千円

２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 

退職給付引当金 

 28,601千円

28,601千円

３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 

退職給付費用 

 6,857千円

6,857千円

３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 

退職給付費用 

 8,100千円

8,100千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

簡便法を採用しておりますため、割引率等につい

ては記載しておりません。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

同 左 



(税効果会計関係) 

  

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産                       

①繰延税金資産（流動） 

未払事業税損金不算入額 19,434千円

貸倒引当金繰入限度超過額 13,032千円

賞与引当金繰入限度超過額 9,193千円

棚卸資産未実現利益 54,922千円

その他    2,286千円

繰延税金資産（流動）計 98,870千円

    

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産                       

①繰延税金資産（流動） 

  

未払事業税損金不算入額 38,841千円

貸倒引当金繰入限度超過額 8,297千円

賞与引当金繰入限度超過額 19,500千円

棚卸資産未実現利益 57,952千円

その他 5,800千円

繰延税金資産（流動）計 130,392千円

②繰延税金資産（固定） 

③繰延税金負債（固定） 

  
  

退職給付引当金繰入限度超過額 9,293千円

貸倒引当金繰入限度超過額 9,424千円

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 83,207千円

一括償却資産償却限度超過額 1,469千円

減価償却限度超過額 4,477千円

貸倒損失否認額 7,750千円

その他 3,687千円

繰延税金資産（固定）合計 119,311千円

評価性引当額 △10,960千円

繰延税金資産（固定）計 108,351千円

繰延税金負債（固定）との相殺額 △3,588千円

繰延税金資産（固定）の純額 104,763千円

    

その他有価証券評価差額金 3,588千円

繰延税金負債（固定）合計 3,588千円

繰延税金資産（固定）との相殺額 △3,588千円

繰延税金負債（固定）の純額     -  

②繰延税金資産（固定） 

  ③繰延税金負債（固定） 

  

退職給付引当金繰入限度超過額 11,190千円

貸倒引当金繰入限度超過額 6,569千円

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 107,459千円

一括償却資産償却限度超過額 2,631千円

減価償却限度超過額 4,593千円

その他 5,246千円

繰延税金資産（固定）合計 137,690千円

繰延税金負債（固定）との相殺額 △8,547千円

繰延税金資産（固定）の純額 129,142千円

 

その他有価証券評価差額金 8,547千円

繰延税金負債（固定）合計 8,547千円

繰延税金資産（固定）との相殺額 △8,547千円

繰延税金負債（固定）の純額         - 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因とった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

                    （単位：％） 

法定実効税率 40.0 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6 

住民税均等割 0.1 

留保金課税 1.1 

その他 0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.5 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分の主な内容 

  事業区分は事業内容を勘案して次のとおり分類しております。 

  不動産販売事業……マンション等の販売 

  不動産管理事業……マンション等の管理 

  その他の事業………不動産の仲介・賃貸等、設計・監理他 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門にかかる

費用255,385千円であります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(定期預金等)、長期投資資金

(投資有価証券等)及び管理部門に係る資産等207,403千円であります。 

  

  
不動産販売 
事業(千円) 

不動産管理
事業(千円) 

その他の事業
(千円) 

計(千円)
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

8,780,297 368,780 381,405 9,530,484 - 9,530,484

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4,891 42,467 190,213 237,572 (237,572) -

計 8,785,189 411,247 571,618 9,768,056 (237,572) 9,530,484

営業費用 7,946,021 366,230 435,259 8,747,510 9,181 8,756,691

営業利益 839,168 45,017 136,359 1,020,546 (246,754) 773,792

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 5,998,077 465,074 764,030 7,227,182 (164,581) 7,062,601

減価償却費 13,046 3,600 8,646 25,293 - 25,293

資本的支出 34,471 2,732 120,633 157,838 - 157,838



当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法及び各区分の主な内容 

  事業区分は事業内容を勘案して次のとおり分類しております。 

  不動産販売事業……マンション等の販売 

  不動産管理事業……マンション等の管理 

  その他の事業………不動産の仲介・賃貸等、設計・監理他 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門にかかる

費用344,868千円であります。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金(定期預金等)、長期投資資金

(投資有価証券等)及び管理部門に係る資産等214,633千円であります。 

  

  
不動産販売 
事業(千円) 

不動産管理
事業(千円) 

その他の事業
(千円) 

計(千円)
消去又は 
全社(千円) 

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

10,296,808 481,650 466,660 11,245,119 - 11,245,119

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

- 50,036 235,886 285,922 (285,922) -

計 10,296,808 531,686 702,547 11,531,042 (285,922) 11,245,119

営業費用 8,660,820 436,013 539,438 9,636,272 57,252 9,693,524

営業利益 1,635,987 95,673 163,108 1,894,769 (343,175) 1,551,594

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 7,433,203 621,884 1,148,652 9,203,740 (150,804) 9,052,935

減価償却費 16,014 3,591 13,889 33,495 - 33,495

資本的支出 20,028 2,927 289,286 312,242 - 312,242



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

【海外売上高】 

  

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

  海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日) 

(1)親会社及び法人主要株主 

該当事項はありません。 

  

(2)役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  

(3)子会社等 

非連結子会社の株式会社陽光アセット・インベスターズとは重要な取引がないため、その記載を省略しておりま

す。 

  

(4)兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

(1)親会社及び法人主要株主 

該当事項はありません。 

  

(2)役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

  

(3)子会社等 

非連結子会社の株式会社陽光アセット・インベスターズとは重要な取引がないため、その記載を省略しておりま

す。 

  

(4)兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 294,657円62銭 168,561円13銭 

１株当たり当期純利益 135,820円21銭 65,205円11銭 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため、記載しておりませ
ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため、記載しておりませ
ん。 
また、当社は平成17年４月15日付
で株式１株につき４株の株式分割を
行っております。当該株式分割が前
期首に行われたと仮定した場合の１
株当たり情報については、それぞれ
以下のとおりとなります。 
  

前連結会計年度 

1株当たり純資産 

73,664円40銭 

1株当たり当期純利益 

33,955円05銭 
 なお、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益については、潜
在株式が存在しないため、記載
しておりません。 

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 454,212 867,495 

普通株式に係る当期純利益(千円) 434,624 867,495 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)   

 利益処分による役員賞与金 19,588 - 

普通株主に帰属しない金額(千円) 19,588 - 

普通株式の期中平均株式数(株) 3,200 13,304 



(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 平成17年3月18日開催の当社取締役会の決議に基づ

き、次のように株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

１平成17年4月15日付をもって普通株式1株につき4株に

分割します。 

(１)分割により増加する株式数 

普通株式      9,600株 

(２)分割方法 

     平成17年4月15日最終の株主名簿に記載された株主

の所有株式数を、1株につき4株の割合をもって分割

します。 

２配当起算日 

 平成17年1月1日 

  

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における1株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当連結会計年度における1株当た

り情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 
  
前連結会計年度 当連結会計年度 

1株当たり純資産 

43,262円55銭 

1株当たり当期純利益 

20,288円59銭 

なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存

在しないため、記載して

おりません。 

1株当たり純資産 

73,664円40銭 

1株当たり当期純利益 

33,955円05銭 

同左 

１.平成18年2月10日開催の取締役会において、次のとお

り新株式の発行を決議し、平成18年３月７日に払込

が完了しました。この結果、平成18年３月７日付で

資本金は968,250千円、発行済株式総数は15,400株と

なりました。 

(１)募集方法      ：一般募集 

(２)発行する株式    ：普通株式 1,000株 

の種類及び数  

(３)発行価格        ：１株につき1,105,800円 

   一般募集はこの価格にて行いました。 

(４)引受価額        ：１株につき1,031,700円 

    この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式

払込金として受取った金額であります。なお、発

行価格と引受価額との差額は、引受人の手取金に

なります。 

(５)発行価額        ：１株につき1,031,700円 

(６)発行価額の総額  ： 1,031,700千円 

(７)払込金額の総額  ： 1,031,700千円 

(８)資本組入額      ：１株につき515,850円 

(９)資本組入額の総額：515,850千円 

(10)払込期日        ：平成18年３月７日 

(11)配当起算日      ：平成18年１月１日 

(12)資金の使途     ：運転資金（事業用地仕入資金

等） 

２.当社は、公募新株式発行並びに株式売出しに関連

し、当社株主より当社普通株式200株を賃借した売出

し（以下、「オーバーアロットメントによる売出

し」という）を行いました。本件第三者割当は、こ

のオーバーアロットメントによる売出しに関連し

て、平成18年２月10日開催の取締役会決議に基づ

き、三菱ＵＦＪ証券株式会社を割当先として行うも

のであり、その概要は次のとおりであります。 

(１)発行する株式    ：普通株式  200株 

の種類及び数  

(２)発行価額    ：１株につき1,031,700円 

(３)資本組入額   ：１株につき515,850円 

(４)払込金総額   ：206,340千円 

(５)払込期日    ：平成18年３月23日 

(６)新株の配当起算日：平成18年１月１日 

(７)割当先     ：三菱ＵＦＪ証券株式会社 

(８)資金の使途     ：運転資金(事業用地仕入資金

等) 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年１月１日 
  至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日) 

                                     ３.平成18年２月10日開催の取締役会において、次のと

おり株式分割による新株式の発行を決議しておりま

す。 

(１)平成18年４月１日付をもって普通株式1株につき4

株に分割します。 

①分割により増加する株式数 

普通株式      46,800株 

②分割方法 

    平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載又は記録された株主の所有株式数を１株

につき４株の割合をもって分割します。 

(２)配当起算日 

 平成18年１月１日 

  

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における1株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当連結会計年度における1株当た

り情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 
  
前連結会計年度 当連結会計年度 

1株当たり純資産 

18,416円10銭 

1株当たり当期純利益 

8,488円76銭 

なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存

在しないため、記載して

おりません。 

1株当たり純資産 

42,140円28銭 

1株当たり当期純利益 

16,301円28銭 

同左 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ （ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(千円) 

当期末残高
(千円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

㈱陽光都市開発 
第1回無担保 
普通社債 

平成15年 
8月29日 

100,000
100,000
(100,000)

年
0.48 

無担保社債 
平成18年
8月29日 

㈱陽光都市開発 
第2回無担保 
普通社債 

平成16年 
3月31日 

120,000
120,000
(－)

0.60 無担保社債 
平成19年
3月30日 

㈱陽光都市開発 
第3回無担保 
普通社債 

平成16年 
6月30日 

180,000
140,000
(40,000)

0.20 無担保社債 
平成21年
6月30日 

合計 － － 400,000
360,000

（140,000）
－ － － 

１年以内 
(千円) 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

140,000 160,000 40,000 20,000 － 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 1,085,300 362,500 2.50 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,562,000 1,503,000 2.57 － 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

741,000 661,000 1.96
平成19年3月 
～平成19年5月 

合計 3,388,300 2,526,500 － － 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内 
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内
(千円) 

661,000 － － －



(2)【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  1,135,397 3,008,926  

２ 販売用不動産 ※１  1,036,193 634,840  

３ 仕掛販売用不動産 ※１  3,351,984 3,362,017  

４ 貯蔵品  3,717 9,068  

５ 前払費用  17,063 23,049  

６ 繰延税金資産  32,603 54,727  

７ その他  18,604 21,066  

貸倒引当金  △1,996 △2,770  

流動資産合計  5,593,567 88.1 7,110,926 86.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 21,521 26,056    

減価償却累計額 △5,028 16,492 △6,905 19,151  

(2) 車両運搬具 18,188 12,787    

減価償却累計額 △13,049 5,139 △8,750 4,036  

(3) 工具器具及び備品 29,628 33,482    

減価償却累計額 △16,291 13,336 △21,606 11,876  

(4) 土地  19,532 19,532  

有形固定資産合計  54,500 0.9 54,596 0.7

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア  17,837 16,159  

(2) その他  1,935 1,935  

無形固定資産合計  19,772 0.3 18,094 0.2



  

  

  

  

  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券  7,290 14,502  

(2) 関係会社株式  90,000 90,000  

(3) 出資金  100 100  

(4) 関係会社長期貸付金  72,396 71,803  

(5) 繰延税金資産  101,183 122,086  

(6) 投資不動産 420,801 701,807    

減価償却累計額 △67,045 353,756 △75,921 625,885  

(7) 敷金保証金  40,766 46,150  

(8) 保険積立金  42,678 63,839  

 (9)その他  7,689 8,721  

貸倒引当金  △37,800 △41,355  

投資その他の資産合計  678,061 10.7 1,001,735 12.2

固定資産合計  752,334 11.9 1,074,427 13.1

資産合計  6,345,901 100.0 8,185,353 100.0

      



  

  
  
  

  
前事業年度

(平成16年12月31日) 
当事業年度 

(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  1,053,368 1,961,068  

２ 買掛金  54,242 73,589  

３ 短期借入金 ※1,5  977,000 345,000  

４ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※１  1,562,000 1,503,000  

５ 一年以内償還予定の 
  社債 

 40,000 140,000  

６ 未払金  122,514 114,444  

７ 未払費用  21,922 27,970  

８ 未払法人税等  183,156 460,730  

９ 未払消費税等  27,240 21,532  

10 前受金  28,476 25,724  

11 預り金  21,364 17,740  

12 賞与引当金  19,036 40,343  

流動負債合計  4,110,323 64.8 4,731,144 57.8

Ⅱ 固定負債     

１ 社債  360,000 220,000  

２ 長期借入金 ※１  741,000 661,000  

３ 退職給付引当金  17,231 21,186  

４ 役員退職慰労引当金  187,131 238,060  

５ その他  7,935 19,738  

固定負債合計  1,313,299 20.7 1,159,985 14.2

負債合計  5,423,622 85.5 5,891,130 72.0

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  160,000 2.5 452,400 5.5

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 6,000 427,840    

資本剰余金合計  6,000 0.1 427,840 5.2

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 20,216 34,000    

２ 任意積立金     

     別途積立金 320,000 320,000    

３ 当期未処分利益 412,931 1,052,523    

利益剰余金合計  753,147 11.9 1,406,523 17.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※４  3,132 0.0 7,459 0.1

資本合計  922,279 14.5 2,294,222 28.0

負債及び資本合計  6,345,901 100.0 8,185,353 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

１ 不動産売上高 8,198,964 9,940,559   

２ 賃貸収入 73,172 8,272,136 100.0 91,191 10,031,751 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 不動産売上原価 6,043,984 6,725,517   

２ 賃貸原価 60,118 6,104,102 73.8 63,267 6,788,785 67.7

売上総利益  2,168,033 26.2 3,242,965 32.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 広告宣伝費 44,422 74,628   

２ 販売促進費 36,439 64,696   

３ 役員報酬 171,471 211,328   

４ 給与手当 603,492 742,959   

５ 賞与引当金繰入額 19,036 40,343   

６ 退職給付費用 4,864 5,309   

７ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

29,848 50,928   

８ 法定福利費 82,882 94,016   

９ 福利厚生費 25,256 19,792   

10 旅費交通費 81,548 83,159   

11 支払手数料 107,667 139,312   

12 賃借料 62,616 78,286   

13 租税公課 35,925 54,155   

14 減価償却費 11,745 14,051   

15 その他 201,857 1,519,074 18.4 219,134 1,892,104 18.8

営業利益  648,959 7.8 1,350,861 13.5

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 1,149 1,390   

２ 受取配当金 ※１ 159 23,816   

３ 受取手数料 22,050 25,950   

４ その他 1,694 25,053 0.3 2,682 53,839 0.5

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 15,574 7,574   

２ 社債利息 1,381 1,540   

３ 新株発行費償却 - 11,315   

４ 社債発行費償却 12,764 -   

５ 支払保証料 1,531 2,293   

６ 融資手数料 10,962 3,431   

７ 貸倒引当金繰入額 7,800 3,705   

８ 株式公開関連費用 - 35,696   

９ その他 15 50,030 0.6 1,474 67,030 0.7

経常利益  623,982 7.5 1,337,669 13.3



  

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

１ 固定資産売却益 ※２ 1,606 1,606 0.0 - - -

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※３ - 1,097   

２ 固定資産除却損 ※４ 251 251 0.0 - 1,097 0.0

税引前当期純利益  625,336 7.5 1,336,572 13.3

法人税、住民税 
及び事業税 

313,220 606,907   

法人税等調整額 △39,993 273,227 3.3 △45,911 560,996 5.6

当期純利益  352,109 4.2 775,576 7.7

前期繰越利益  60,822 276,947 

当期未処分利益  412,931 1,052,523 

     



売上原価明細書 

  

１ 不動産売上原価 

(注)原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

    土地付建物購入費はマンション等の仕入によるものです。 

  

  

２ 賃貸原価 

(注)原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

土地付建物購入費 1,947,475 32.2 452,825 6.7

土地購入費用 1,112,682 18.4 2,120,326 31.5

外注建築工事費 2,687,202 44.5 3,826,896 56.9

経費 296,623 4.9 325,469 4.9

不動産売上原価 6,043,984 100.0 6,725,517 100.0

  
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

 支払家賃 37,024 61.6 27,669 43.7

減価償却費 4,375 7.3 8,876 14.0

その他経費 18,718 31.1 26,722 42.3

 賃貸原価 60,118 100.0 63,267 100.0



③ 【利益処分計算書】 

  

（注）（ ）内は、株主総会承認年月日であります。 

  

  

  

  
前事業年度

(平成17年3月18日) 
当事業年度 

(平成18年3月24日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 412,931 1,052,523

Ⅱ 利益処分額  

１ 利益準備金 13,784 －  

２ 配当金 104,800 272,160  

３ 役員賞与金 17,400 －  

(うち監査役賞与金) (1,666) 135,984 (－) 272,160

Ⅲ 次期繰越利益 276,947 780,363

   



重要な会計方針 

  

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  

(1)子会社株式 

     同  左 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

     同  左 

  

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)販売用不動産、仕掛販売用不動産 

個別法による原価法 

(2)貯蔵品 

最終仕入原価法 

  

(1)販売用不動産、仕掛販売用不動産 

    同  左 

(2)貯蔵品 

      同  左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。但し、

平成10年4月1日以降取得の建物（建

物附属設備を除く）については、定

額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物             10年～47年 

車両運搬具       ６年 

工具器具及び備品   ４年～15年 

(1) 有形固定資産 

      同  左 

  (2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、ソフトウェア（自社利用）

については社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。 

(2) 無形固定資産 

     同  左 

  (3) 投資不動産 

定率法によっております。但し、

平成10年4月1日以降取得の建物（建

物附属設備を除く）については、定

額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

 建物及び構築物  15年～47年 

(3) 投資不動産 

     同  左 



  

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

４ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

     ――――――― 

     ――――――― 

  

新株発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 売上債権及び貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

     同  左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額基準に基づく当期負

担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

     同  左 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

退職一時金制度に基づき当期末にお

いて発生していると認められる額を

計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

     同  左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備える

ため、当社内規に基づく期末要支給

見積額を計上しております。 

  

(4) 役員退職慰労引当金 

同  左 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

  

     同  左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっております。 

なお、資産に係る控除対象外消費

税及び地方税については発生事業年

度の費用として処理しております。 

(2) 販売用不動産・仕掛販売用不動産

に係る利息の処理方法 

 個々の案件に係る借入金に対する

支払利息のうち、建設期間中の利息

については、販売用不動産・仕掛販

売用不動産に算入しております。 

  

(1)消費税等の会計処理 

     同  左 

  

  

  

  

(2)販売用不動産・仕掛販売用不動産  

  に係る利息の処理方法 

     同  左 



(追加情報) 

  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日) 

       ――――――――――― 

  

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示方法） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が12,947千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減

少しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

  

前事業年度 
(平成16年12月31日) 

当事業年度
(平成17年12月31日) 

※１ 担保資産 

借入金 3,280,000千円(長期借入金 741,000千

円、一年以内返済予定の長期借入金 1,562,000千

円、短期借入金 977,000千円)の担保として抵当に

供しているものは次のとおりであります。 

販売用不動産 

仕掛販売用不動産 

316,292千円

2,739,113千円

   計 3,055,405千円

※１ 担保資産 

借入金 2,509,000千円(長期借入金 661,000千

円、一年以内返済予定の長期借入金 1,503,000千

円、短期借入金 345,000千円)の担保として抵当に

供しているものは次のとおりであります。 

販売用不動産 

仕掛販売用不動産 

325,889千円

2,140,542千円

  計 2,466,432千円

※２ 会社が発行する株式  普通株式  8,000株 

発行済株式総数    普通株式   3,200株 

※２ 会社が発行する株式  普通株式  18,000株 

発行済株式総数    普通株式   14,400株 

３ 偶発債務 

下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

３ 偶発債務 

下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っております。 

株式会社ヨコハマ地所 108,300千円 株式会社ヨコハマ地所 17,500千円

※４  配当制限 

  有価証券の時価評価により、純資産額が3,132千

円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

※４  配当制限 

  有価証券の時価評価により、純資産額が7,459千

円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

       ――――――――――― 

  

※５ コミットメントライン契約 

当社は機動的な資金調達及び資金効率の改善を目

的として株式会社みずほ銀行との間でコミットメン

トライン契約を締結しております。この契約に基づ

く当連結会計期間末におけるコミットメントライン

に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。 

  

コミットメントラインの総額 300,000千円 

借入実行額 － 

差引額 300,000千円 



(損益計算書関係) 

  

(リース取引関係) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

       ――――――――――― 
※１ 関係会社との取引 

受取配当金          23,600千円 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 1,606千円

       ――――――――――― 

       ――――――――――― 
※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具 1,097千円

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

工具器具及び備品 251千円

       ――――――――――― 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

１リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

車両運搬具 
工具器具及び備品 

17,489 
27,529 

1,783 
12,297 

15,706 
15,231 

合計 45,018 14,081 30,937 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

車両運搬具
工具器具及び備品

17,489
41,655 

5,458 
18,010 

12,031 
23,645 

合計 59,145 23,468 35,676 

２未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,303 千円 

１年超 23,246 〃 

合計 31,550 千円 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 10,912 千円 

１年超 25,518 〃 

合計 36,431 千円 

３支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 6,626 千円   

減価償却費相当額 5,975  〃  

支払利息相当額 863  〃  

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 10,505 千円 

減価償却費相当額 9,386  〃 

支払利息相当額 1,259  〃 

４減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 同  左 

５利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利

息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によ

っております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同  左 

      ――――――――――― 

  

  

2.オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年内         2,870千円 

1年超         8,850 〃  

 合計         11,720千円   



(有価証券関係) 

  

前事業年度(平成16年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成17年12月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(税効果会計関係) 

  

  

  

前事業年度末 
(平成16年12月31日) 

当事業年度末
(平成17年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  繰延税金資産          （単位：千円） 

  ①繰延税金資産（流動） 

②繰延税金資産（固定） 

   繰延税金負債 

  繰延税金負債（固定） 

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

                    （単位：％） 

未払事業税損金不算入額 15,367

貸倒引当金繰入限度超過額 7,830

賞与引当金繰入限度超過額 7,614

その他 1,790

繰延税金資産（流動）合計 32,603

退職給付引当金繰入限度超過額 6,433

貸倒引当金繰入限度超過額 15,120

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 74,852

一括償却資産償却限度超過額 1,394

減価償却超過額 4,435

その他 1,035

繰延税金資産（固定）合計 103,271

その他有価証券評価差額金 △2,088

繰延税金負債（固定）合計 △2,088

繰延税金資産（固定）純額 101,183

法定実効税率 41.3

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項

目      
0.9

住民税均等割 0.1

留保金課税 1.1

その他 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳 

  繰延税金資産          （単位：千円） 

  ①繰延税金資産（流動） 

②繰延税金資産（固定） 

   繰延税金負債 

  繰延税金負債（固定） 

  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。 

  

未払事業税損金不算入額 33,008

貸倒引当金繰入限度超過額 1,108

賞与引当金繰入限度超過額 16,137

その他 4,473

繰延税金資産（流動）合計 54,727

退職給付引当金繰入限度超過額 8,244

貸倒引当金繰入限度超過額 16,542

役員退職慰労引当金繰入限度超過額 95,224

一括償却資産償却限度超過額 2,178

減価償却超過額 4,556

その他 312

繰延税金資産（固定）合計 127,059

その他有価証券評価差額金 △4,972

繰延税金負債（固定）合計 △4,972

繰延税金資産（固定）純額 122,086



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり純資産額 282,774円85銭 159,321円03銭

１株当たり当期純利益 104,596円65銭 58,295円98銭

  

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 
  

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

また、当社は平成17年４月15日付

で株式１株につき４株の株式分割を

行っております。当該株式分割が前

期首に行われたと仮定した場合の１

株当たり情報については、それぞれ

以下のとおりとなります。 

  

前事業年度 

1株当たり純資産 

70,693円71銭 

1株当たり当期純利益 

26,149円16銭 

 なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため、記載

しておりません。 

項目 
前事業年度

(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日)

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 352,109 775,576

普通株式に係る当期純利益(千円) 334,709 775,576

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円)  

 利益処分による役員賞与金 17,400 -

   

普通株主に帰属しない金額(千円) 17,400 -

普通株式の期中平均株式数(株) 3,200 13,304



(重要な後発事象) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 平成17年3月18日開催の取締役会の決議に基づき、次

のように株式分割による新株式を発行しております。 

1.平成17年4月15日付をもって普通株式1株につき4株に

分割します。 

(1)分割により増加する株式数 

普通株式      9,600株 

(2)分割方法 

     平成17年4月15日最終の株主名簿に記載された株主

の所有株式数を、1株につき4株の割合をもって分割

します。 

2.配当起算日 

 平成17年1月1日 

  

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における1株当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当事業年度における1株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

1株当たり純資産 

48,178円63銭 

1株当たり当期純利益 

24,586円36銭 

なお、潜在株式調

整後１株当たり当期

純利益については、

潜在株式が存在しな

いため、記載してお

りません。 

1株当たり純資産 

70,693円71銭 

1株当たり当期純利益 

26,149円16銭 

同 左 

１.平成18年2月10日開催の取締役会において、次のとお

り新株式の発行を決議し、平成18年３月７日に払込

が完了しました。この結果、平成18年３月７日付で

資本金は968,250千円、発行済株式総数は15,400株と

なりました。 

(１)募集方法      ：一般募集 

(２)発行する株式    ：普通株式 1,000株 

の種類及び数  

(３)発行価格        ：１株につき1,105,800円 

   一般募集はこの価格にて行いました。 

(４)引受価額        ：１株につき1,031,700円 

    この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式

払込金として受取った金額であります。なお、発

行価格と引受価額との差額は、引受人の手取金に

なります。 

(５)発行価額        ：１株につき1,031,700円 

(６)発行価額の総額  ： 1,031,700千円 

(７)払込金額の総額  ： 1,031,700千円 

(８)資本組入額      ：１株につき515,850円 

(９)資本組入額の総額：515,850千円 

(10)払込期日        ：平成18年３月７日 

(11)配当起算日      ：平成18年１月１日 

(12)資金の使途     ：運転資金（事業用地仕入資金

等） 

２.当社は、公募新株式発行並びに株式売出しに関連

し、当社株主より当社普通株式200株を賃借した売出

し（以下、「オーバーアロットメントによる売出

し」という）を行いました。本件第三者割当は、こ

のオーバーアロットメントによる売出しに関連し

て、平成18年２月10日開催の取締役会決議に基づ

き、三菱ＵＦＪ証券株式会社を割当先として行うも

のであり、その概要は次のとおりであります。 

(１)発行する株式    ：普通株式  200株 

の種類及び数  

(２)発行価額    ：１株につき1,031,700円 

(３)資本組入額   ：１株につき515,850円 

(４)払込金総額   ：206,340千円 

(５)払込期日    ：平成18年３月23日 

(６)新株の配当起算日：平成18年１月１日 

(７)割当先     ：三菱ＵＦＪ証券株式会社 

(８)資金の使途     ：運転資金(事業用地仕入資金

等) 



  

  

  

  

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日) 

当事業年度
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

                                   ３.平成18年２月10日開催の取締役会において、次の

とおり株式分割による新株式の発行を決議してお

ります。 

(１)平成18年４月１日付をもって普通株式1株につ

き4株に分割します。 

①分割により増加する株式数 

普通株式      46,800株 

②分割方法 

    平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を

１株につき４株の割合をもって分割します。 

(２)配当起算日 

 平成18年１月１日 

  

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度における1株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当事業年度における1株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 
  

前事業年度 当事業年度 

1株当たり純資産 

17,673円43銭 

1株当たり当期純利益 

6,537円29銭 

なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存

在しないため、記載して

おりません。 

1株当たり純資産 

39,830円26銭 

1株当たり当期純利益 

14,573円99銭 

同左 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

その他有価証券   

(株)センチュリー21ジャパン 4 13,720 

(株)T&Dホールディングス 100 782 

計 104 14,502 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当期増加額及び減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

  

  

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 21,521 4,535 － 26,056 6,905 1,876 19,151

 車両運搬具 18,188 2,354 7,756 12,787 8,750 1,620 4,036

 工具器具及び備品 29,628 3,854 － 33,482 21,606 5,314 11,876

 土地 19,532 － － 19,532 － － 19,532

有形固定資産計 88,870 10,744 7,756 91,859 37,262 8,810 54,596

無形固定資産       

 ソフトウェア 23,321 3,460 － 26,781 10,621 5,137 16,159

 その他 1,935 － － 1,935 - - 1,935

無形固定資産計 25,256 3,460 － 28,716 10,621 5,137 18,094

投資その他の資産       

 投資不動産 420,801 281,005 - 701,807 75,921 8,876 625,885

増加   

 投資不動産 G横浜山下公園弐番館 店舗・駐車場 141,853千円  
  G横浜東口弐番館 駐車場 33,565千円  
  G横浜戸部駅前 駐車場 25,001千円  
  G横浜ディアコート 駐車場 17,697千円  
  G横浜桜木町六番館 駐車場 17,646千円  
  その他 45,240千円  



【資本金等明細表】 

  

(注)１ 普通株式の増加の原因は、次のとおりであります。 

旧株式１株を４株に分割したことによるもの  9,600株 

 増資による新株の発行によるもの       1,600株 

２ 資本金及び株式払込剰余金の増加の原因は、次のとおりであります。 

(1)増資 

株式 1,600株  資本金 292,400千円  資本準備金 421,840千円 

３ 利益準備金の増加は、平成16年度利益処分によるものであります。 

  

  

【引当金明細表】 

  

(注)  貸倒引当金の当期減少額「その他」は、洗替処理によるものであります。 

  

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金                      (千円) 160,000 292,400 － 452,400

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式     (株) (3,200) (11,200) (－) (14,400)

普通株式     (千円) 160,000 292,400 － 452,400

計 (株) (3,200) (11,200) (－) (14,400)

計 (千円) 160,000 292,400 － 452,400

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金       

株式払込剰余金 (千円) 6,000 421,840 － 427,840

計 (千円) 6,000 421,840 － 427,840

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金   (千円) 20,216 13,784 － 34,000

任意積立金     

別途積立金   (千円) 320,000 － － 320,000

計 (千円) 340,216 13,784 － 354,000

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 39,796 4,829 － 500 44,125 

賞与引当金 19,036 40,343 19,036 － 40,343 

役員退職慰労引当金 187,131 50,928 － － 238,060 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

ｂ 販売用不動産 

  
(注)上記の内、土地の内訳 

  

ｃ 仕掛販売用不動産 

  

(注)上記の内、土地の内訳 

  

  

ｄ 貯蔵品 

  

  

区分 金額(千円) 

現 金 4,285 

預 金  

当座預金 1,808,009 

普通預金 1,086,600 

定期預金 110,031 

預金計 3,004,640 

合計 3,008,926 

区分 金額(千円) 

建  物 389,915 

土  地 244,925 

合計 634,840 

区分 土地面積（㎡） 金額(千円) 

東京都 249.87 162,867 

神奈川県 136.31 82,058 

区分 金額(千円) 

建  物 581,130 

土  地 2,780,886 

合計 3,362,017 

区分 土地面積（㎡） 金額(千円) 

神奈川県 7,171.09 2,772,806 

東京都 387.43 8,080 

区分 金額(千円)

パンフレット 4,060 

 印紙・切手 1,590 

その他 3,417 

合計 9,068 



② 負債の部 

ａ 支払手形 

   相手先別内訳 

  

   期日別内訳 

  

ｂ 買掛金 

   相手先別内訳 

  

相手先 金額(千円)

馬淵建設株式会社 509,625 

若築建設株式会社 466,987 

松井建設株式会社 373,038 

北野建設株式会社 278,712 

株式会社アトリウム建設 277,305 

株式会社大勝 44,100 

大豊建設株式会社 11,300 

合計 1,961,068 

期日 金額(千円)

平成18年１月満期 634,137 

平成18年２月満期 690,867 

平成18年３月満期 373,038 

平成18年４月満期 263,025 

合計 1,961,068 

相手先 金額(千円)

サン建築設計株式会社 55,393 

馬淵建設株式会社 9,660 

若築建設株式会社 7,486 

株式会社アトリウム建設 1,050 

合計 73,589 



ｃ 短期借入金 

  

ｄ 一年以内返済予定の長期借入金 

  

e 未払法人税等 

  

f 社債 

注1.（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

2.発行年月、利率等については、「第５ 経理の状況」「１連結財務諸表等」「(1)連結財務諸表」「⑤連結附属明細表」

の「社債明細表」に記載しております。 

  

区分 金額(千円)

株式会社三井住友銀行 345,000 

区分 金額(千円)

株式会社横浜銀行 

株式会社みずほ信託銀行 

株式会社ユーエフジェイ銀行 

株式会社三井住友銀行 

京セラリーシング株式会社 

株式会社りそな銀行 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

330,000 

295,000 

284,000 

255,000 

125,000 

115,000 

99,000 

合計 1,503,000 

内訳 金額(千円) 

法人税 

住民税 

事業税 

318,203 

60,021 

82,506 

合計 460,730 

区分 金額(千円)

第１回無担保社債 

  

第２回無担保社債 

第３回無担保社債 

100,000 

(100,000) 

120,000 

140,000 

(40,000) 

合計
360,000 

(140,000) 



g 長期借入金 

  

  

 (3)  【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(千円)

株式会社ユーエフジェイ銀行 

株式会社東京三菱銀行 

531,000 

130,000 

合計 661,000 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期  12月31日 

定時株主総会  営業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日  12月31日 

株券の種類 １株券  10株券  100株券

中間配当基準日   6月30日 

１単元の株式数    －

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 無料 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社に親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  
  

有価証券届出書 
及びその添付書類 
  

(有償一般募集増資(ブックビルディン
グ方式による募集)及び株式売出し(ブ
ックビルディング方式による売出し)) 

  
平成17年８月５日 
関東財務局長に提出。 
  

(2)  
  

  
有価証券届出書の 
訂正届出書 
  

上記(1)に係る訂正届出書であります。
  

  

  
平成17年８月22日及び 
平成17年８月31日 
関東財務局長に提出。 

(3) 
有価証券届出書 
及びその添付書類 

(有償一般募集増資及び株式売出し)   
平成18年２月10日 
関東財務局長に提出。 
  

(4) 
有価証券届出書 
及びその添付書類 

(第三者割当による増資)   
平成18年２月10日 
関東財務局長に提出。 

(5) 
有価証券届出書 
の訂正届出書 

上記(3)に係る訂正届出書であります。  
平成18年２月27日 
関東財務局長に提出。 
  

(6) 
有価証券届出書 
の訂正届出書 

上記(4)に係る訂正届出書であります。  
平成18年２月27日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社 陽光都市開発 

  

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社陽光都市開発の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社陽光都市開発及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年８月１日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

代表社員
関与社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞ 

関与社員 公認会計士  吉  田  英  司  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保管

しております。 



  
平成１８年３月２４日

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社陽光都市開発の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社陽光都市開発及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報

 

１．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１８年２月１０日開催の取締役会決議に基づき、平成１

８年３月７日を払込期日とする公募増資を行っている。 

２．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１８年２月１０日開催の取締役会決議に基づき、平成１

８年３月２３日を払込期日とする第三者割当増資を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上 

  

独立監査人の監査報告書

株 式 会 社  陽 光 都 市 開 発  

取 締 役 会 御中 

監査法人 ト ー  マ ツ  

  指 定 社 員
     
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

松 尾  清 印

 

  指 定 社 員
     
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

吉 田 英 司 印

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)

が別途保管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社 陽光都市開発 

  

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社陽光都市開発の平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社陽光都市開発の平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

平成17年８月１日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

代表社員
関与社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞ 

関与社員 公認会計士  吉  田  英  司  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保管

しております。 



  
平成１８年３月２４日

  

  

  

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社陽光都市開発の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第２７期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社陽光都市開発の平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報

 

１．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１８年２月１０日開催の取締役会決議に基づき、平成１

８年３月７日を払込期日とする公募増資を行っている。 

２．（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は平成１８年２月１０日開催の取締役会決議に基づき、平成１

８年３月２３日を払込期日とする第三者割当増資を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上 

 

独立監査人の監査報告書

株 式 会 社  陽 光 都 市 開 発  

取 締 役 会 御中 

監査法人 ト ー  マ ツ  

  指 定 社 員
     
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

松 尾  清 印

 

  指 定 社 員
     
業務執行社員

 

 

公認会計士

 

吉 田 英 司 印

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)

が別途保管しております。 
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